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第4章 モルタル中鉄筋の腐食量指標に関する検討

4. 1序節

前章において述べたように， 本研究においてはモルタル供試体を環境条件の異なる全国

の19の港湾内に2年間暴露し， その後モルタルおよび内部の鉄筋に関して数種の試験を

実施した。 環境要因の影響を定量的に評価するにあたり， 暴露後の供試体より以下の3種

類の情報を取得した。 一つは内部鉄筋の分極抵抗試験より得られる鉄筋表面の不動態の状

態に関係する情報， 一つは定電位ステップ試験より得られるモルタル中鉄筋への酸素の供

給量に関する情報， そして今一つは， モルタル中の塩化物含有量より求められる内部鉄筋

の腐食進行期間に関する情報である。

本章においてはまず宮J 11らが示すRC部材の塩害進行過程について述べ， 前述のモルタ

ル供試体に関する試験項目の塩害進行過程における位置づけを示す。 次に， 本研究におい

て実施した試験の結果およびその考察を総括する。 また， モルタル中の塩化物含有量の計

測結果より発錆開始時刻を算出し，暴露2年時までに実際に腐食が進行した期間を求める。

また， 内部鉄筋の分極抵抗試験および定電位ステップ試験の結果に基づき， 各供試体中の

鉄筋の腐食速度を相対的に比較するための腐食速度指標を提案する。 最後に， 腐食速度指

標と腐食進行期間より暴露2年時の腐食量を相対的に比較するための腐食量指標を提案し，

その腐食量指標と実際の腐食量を比較することにより提案した指標の妥当性を検討するも

のである。

4.2 R C部材の塩害進行過程と取得データの基本的関係

4.2.1 R C部材の塩害進行過程

図-4. 1に宮川らによって提案されているRC部材の塩害劣化の進行過程モデルを示す

[1J。 宮川らによると， 塩害の進行過程は四つの期間に区分され， それぞれ「潜伏期J， 

「進展期J， r加速期J， r劣化期」と称されている。 また，K. Tu t t iも塩害の進行過

程について独自の考え方を示しており， その期間をrInit iat ion PeriodJとrPropagation 

PeriodJの二つの期間に区分している[2J。 宮川による「潜伏期」とK. Tu t t iによる

rInitiation PeriodJは全く同ーの期間を指してお り， これらの期間は供用開始時から

コンクリート中の鉄筋の腐食が始まるまでの期間と定義されている。 鉄筋が腐食を開始す

る時刻を特定するのは難しいが， これまでの研究結果より鉄筋周囲の塩化物含有量がある
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図-4. 1 宮川による塩害劣化のモデル

臨界値を越えると鉄筋の腐食が開始されるとする考え方が現在のところ最も一般的である。

そして， その臨界濃度はセメントに対する塩化物イオン(C1-)の質量比でo. 4%近傍であ

るとの研究報告がある[3J。 したがって， 実際の構造物において潜伏期の長さを決定する

のはコンクリート中への塩化物イオンの浸入速度であると考えられる。

潜伏期に続く進展期は内部鉄筋の腐食開始から， かぶりコンクリートにひびわれが発生

するまでの期間と定義される。 実際の構造物において進展期の長さを決定するのは内部鉄

筋の腐食速度， 対象とするRC部材の形状・ 寸法およびコンクリートの強度であると考え

られる。

本研究はモルタル供試体を2年間暴露した範囲内で得られる情報を基に構成しており，

本文中において議論の対象とするのは潜伏期および進展期である。 それに続く加速期およ

び劣化期は本研究では対象としないこととする。

4. 2. 2モルタル供試体試験項目の塩害進行過程における位置づけ

図-4.2にモルタル供試体の試験項目の塩害進行過程における位置づけを示す。 潜伏期

に影響を及ぼす塩化物イオンの浸入速度に関する試験項目は「塩化物含有量試験(拡散係

数の算出)Jである。 進展期に関係するものとして「鉄筋の不動態の状態」と「鉄筋表面
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また， 後前者に関する試験項目は「分極抵抗試験」である。への酸素の供給量」があり，

者に関する試験項目として「定電位ステップ試験」および「モルタルの電気抵抗試験」が

を用いた。また， 鉄筋の腐食量を示す指標として本研究においては「発錆面積率j

腐
食
量

ある。
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図-4.2

4.3試験結果お よ び考察

4. 3. 1モルタル中の糧化物含有量

のモルタル中の塩化物含図-4.3に暴露2年後における鉄筋周囲(かぶり厚さ約20mm)

有量を示す。 暴露部位の違いによるデータの傾向を見てみると， 海中部および干満部にお

飛沫部の場合は海中部および干満部よりも塩化物含有量は少ないて塩化物含有量が多く，

い。 また， 陸上部の場合は他の三部位に比べて塩化物含有量はかなり小さい。 暴露港の相

飛沫部いずれも違によるデータのばらつきを各部位ごとに見てみると， 海中部， 干満部，

これより， 各部位とも各港問で環境条件に相違があることが明ら暴露港問の相違がある。

かである。

図-4.3よりわかるように， 陸上部の場合は塩化物イオンの浸入は暴露2年程度ではほ

とんど進行しておらず， 鉄筋周囲の塩化物含有量も鉄筋腐食を発生させうるに十分な含有
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モルタルの塩化物含有量(%)
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図-4. 3モルタル中の塩化物含有量(暴露2年後)

量には達していなかった。 このため 陸上部に関しては環境要因を評価することは難しい

と判断し， 以後述べる腐食量指標の考察からは陸上部を除外している。

4. 3. 2毎分拡散係数とモルタル表面の題化物含有量

図-4.4に計算により求めた見掛けの塩分拡散係数を， また図-4.5に同じく計算により

求めたモルタル表面における塩化物含有量を示す。 塩分拡散係数を暴露部位ごとに比較し

てみると， 海中部および干満部において最も大きく， 次いで飛沫部， 陸上部の)11員になって

いる。 暴露港の相違によるデータのばらつきは， 海中部， 干満部， 飛沫部いずれにおいて

も認められる。 一方 図-4.5に示されるように， モルタル表面における塩化物含有量は

飛沫部において最も大きく， 海中部および干満部は飛沫部よりは小さく両者はほぼ同程度

の含有量を示している。 塩分拡散係数およびモルタル表面における塩化物含有量の傾向よ

り判断して， 海中部と干満部は塩化物イオンの浸入に関して類似の環境条件であると考え

られ， 飛沫部および陸上部はそれとは異なる環境条件であると考えられる。 この結果は第

2章における既往の研究の整理より得られた知見と一致している。 図-4.4および図-4.5

の結果より， 海中部および干満部の場合は各港の環境要因が主に見掛けの塩分拡散係数に
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飛沫部の場合は各港の環境要因が主に表面部分の塩化物含有量に影響を及影響を及ぼし，

ぼしていると考えられる。
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4. 3. 3分極抵抗

図-4. 6に暴露2年後におけるモルタル中鉄筋の分極抵抗の計測結果を示す。 なお， 本

図は(3. 24)式に基づき計測時のモルタルの電気抵抗に起因する誤差の補正を行った値を示

している。 暴露部位ごとにデータを比較してみると， 海中部および干満部においでほぼ同

程度の値を示しており， それらは飛沫部および陸上部に比べて分極抵抗は小さい。 飛沫部

の場合は海中部および干満部よりも全体的に分極抵抗は大きく， 陸上部の場合は飛沫部よ

りもさらに大きな値を示している。 これより， 海中部および干満部に暴露された場合は飛

沫部および陸上部に暴露された場合に比べて鉄筋表面の不動態皮膜が破壊されやすい環境

であると判断される。 飛沫部の場合は海中部および干満部に比べると不動態の状態はょい

と判断され， 陸上部の場合は飛沫部よりもさらに不動態の状態はょいと言える。

また， いずれの暴露部位の場合も暴露港の相違によるデータのばらつきが認められるこ

とより， モルタル中の鉄筋の不動態に影響を及ぼす環境条件も各港問で、異なっていること

が明らかである。
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図-4. 6分極抵抗の計測結果(暴露2年)
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4. 3. 4モルタルの電気抵抗

第3章の3. 6において述べた定電位ステップ試験に関する基礎検討の結果より， モルタ

ルの含水率(電気抵抗で示される)とモルタルの酸素の拡散性は必ずしも相関性を有しな

いことがわかっている。 したがって 本項ではモルタル中の酸素拡散性の一参考指標とい

う位置づけでモルタルの電気抵抗の計測結果を示す。 なお， 前項において示した分極抵抗

値は， 本項で示す電気抵抗の計測値に基づいて補正を行っているものである。

図-4. 7に暴露2年後におけるモルタルの電気抵抗の計測結果を示す。 暴露部位の違い

によるデータの傾向を見てみると 海中部および干満部においてモルタルの電気抵抗が最

も小さく， 次いで飛沫部， 陸上部の)11貢に大きくなっている。 モルタルの電気抵抗はモルタ

ル中の含水率と密接な相関性を有することより， 海中部および干満部に暴露されている場

合がモルタルの含水率は最も大きく， 飛沫部に暴露されている場合は海中部および干満部

の場合よりもモルタルは乾燥しており， 陸上部の場合はそれよりもさらに乾燥しているこ

とが理解される。 また， 海中部， 干満部， 飛沫部， 陸上部いずれの場合も暴露港問の相違

が認められることより 各港ごとに環境条件が異なっていることが明らかである。
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図-4. 7モルタルの電気抵抗の計測結果(暴露2年)

86 

2500 5000 

陸上部



� 

4. 3. 5定電位ステップ試験

図-4. 8に暴露2年後の定電位ステップ試験の計測結果を示す。 なお， 図中のデータは

計測開始後10時間における電流値を鉄筋表面積で除した電流密度で表示している。 暴露

部位の相違によるデータの傾向を見てみると， 海中部および干満部のデータがほぼ同様の

傾向を示しており， 飛沫部および陸上部に比べて暴露港問のばらつきも大きい。 飛沫部の

場合は海中部および干満部よりも平均的には値が大きいものの，陸上部に比べると小さい。

また， 飛沫部の暴露港聞のばらつきは海中部および干満部よりは小さい。 陸上部の場合は

飛沫部に比べて全体的に値が大きいが， 暴露港聞のばらつきの傾向は飛沫部の場合とよく

似ている。 この暴露部位ごとのデータの傾向は図-4.7に示すモルタルの電気抵抗(含水

率)の示す傾向と比較的似ているようであり， モルタルの含水率と定電位ステップ試験は

不完全ながらも相互の関係が存在することが推察される。
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4. 3. 6鉄筋の発錆面積率

図-4.9に内部鉄筋の発錆面積率の計測結果を示す。 暴露部位によるデータの傾向を見

てみると， 干満部に暴露された場合が発錆面積率が最も大きく， 次いで海中部， 飛沫部，

陸上部の)11貢になっている。 暴露港の相違によるデータのばらつきを見てみると， 海中部お

よび干満部の場合は比較的北に位置する港において発錆面積率が大きいという傾向が見ら

れる。 一方， 飛沫部の場合も暴露港聞のばらつきが認められるものの， 特に地理上の傾向

は認められない。 陸上部の場合は発錆面積率自体が極めて軽微であり， 暴露港問のばらつ

きはほとんど認められない。
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図-4.9内部鉄筋の発錆面積率(暴露2年)
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4.4モルタル中鉄筋の腐食量指標の算出

4.4. 1腐食量算出の基本的考え方

(3. 1)式に基づき， 本実験におけるモルタル中の鉄筋の腐食量は基本的には(4. 1)式によ

り計算される。

JU

 

U

 

JJI

 

WC

 

(4. 1) 

ここで， Wcorr:腐食量

。 腐食速度

t 1 :腐食開始時刻

すなわち， 腐食速度を腐食開始時から暴露2年までの期間で積分したものが腐食量であ

り， (4. 1)式の中で未知量は， 腐食開始時刻“t 1 " と腐食速度“a" である。 この2つの

未知量をモルタル供試体の試験データに基づき定めることができれば腐食量が求められる

ことになる。 以下の項においてモルタル供試体の試験データに基づいた腐食量指標の算出

方法および算出結果を述べる。

4.4. 2発錆開始時刻の算出方法および算出結果

前述したように， コンクリート中 (モルタル中)の鉄筋の腐食開始時を明確に特定する

ことは極めて難しい。 本研究においてはモルタル中の塩化物含有量がセメント質量に対し

て0.4% (in weight percent)になった時点で鉄筋の腐食が 開始されたと仮定した。 ま

た， 鉄筋周囲のモルタル中の塩化物含有量がO. 4%に達する時刻は， 先に求めた塩分拡散

係数“Dc" とモルタル表面部分における塩化物含有量“CO" より求めた。 その求め方は，

第2章において述べた「拡散係数の概念を用いた収集データの解析方法」を応用した。 す

なわち， 正規確率紙の横軸をコンクリート表面からの距離， 縦軸を(C / 2Co) x 100とし，

両者の関係を直線表示すると， その傾きは1/(2Ji5i)となることを利用した。 これらの 式

の中で“CO" および“Dc" は既に求めている。 ここで， モルタル表面からの距離が20mm

(埋設鉄筋の表面の位置)においてC=0.4%であるとすると， 未知量は“t" のみとなる。

これより， “t" すなわち発錆開始時刻を求めた。

図-4. 10に海中部， 干満部および飛沫部の発錆開始時刻の算出結果を示す。 なお， 陸上

89 



可�

部は塩化物含有量が0.4%に達していなかったため， 発錆開始時刻jを計算することができ

なかった。 図-4. 10より明らかなように， 海中部および、干満部の場合はいず、れの港の場合

も暴露開始後約5ヶ月で発錆が始まっている。 また， 暴露港問のばらつきも極めて小さい

のが特徴である。 一方， 飛沫部の場合はそれよりも発錆開始時刻は遅く， かつ暴露港問の

ばらつきも大きい。 表-4. 1に発錆面積率と腐食進行期間の間で求めた相関係数を示す。

なお， この場合の腐食進行期間とは， 暴露期間(6ヶ月， 12ヶ月， 24ヶ月)より発錆開

始時刻を差し引いた値のことである。 6ヶ月， 12ヶ月， 24ヶ月と分けて相関係数を求め

た場合， いずれもさほど大きな相関係数は示されていない。 6ヶ月， 12ヶ月， 24ヶ月を

総合して相関係数を求めてみると幾分相関係数は高くなるものの 両者の間に必ずしも明

確な線形関係が存在する訳ではない。
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発鏑開始時刻(月)
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図-4. 10発錆開始時刻の算出結果
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表-4. 1 発錆面積率と腐食進行期間の相関性

(相関係数)

海中部 干満部|;飛沫部
6ヶ月 0.29 0.35 

12ヶ月 0.43 0.59 

24ヶ月 0.41 

主11会山メ口』 0.63 0.68 I 0.57 

4.4. 3腐食速度指標の算出

(3. 2)式に示されるよ う に ， 鉄の腐食速 度は速度定数 “kcorf' と反応物質の濃度

“[reactantsJ" の積で表される。 コンクリート中の鉄筋の場合， 速度定数は鉄筋表面の

不動態の状態に規定されるものと考えられ， 反応物質の濃度は鉄筋表面への酸素供給量が

支配要因になるものと考えられる。 筆者は過去の研究において， コンクリート中の鉄筋の

腐食量を定電位ステップ試験の結果と不動態のグレイドの総合評価値で推定することを試

みている[4J。 不動態のグレイドとは分極曲線より鉄筋の不動態の状態を推定する一手法

であり， 大即により提案されているものである[ 5J。 不動態のグレイドと分極抵抗は両者

とも鉄筋表面の不動態に関する情報を与えている点において共通している。 参考文献[4J

において示す評価法は 定電位ステッフ試験の計測結果を不動態のグレイドと同様に6段

階に分類し， この両者の積を評価値とするものである。 この評価値と腐食量の相関係数を

求めてみたところ 参考文献[4Jに示す実験においてはO. 55. O. 62 および0.84という結

果を得ている。 このことも考慮し， 本研究においては腐食速度を評価する腐食速度指標を

次式のように与えた。

腐食速度指標 A. (定電位ステップ試験の結果)・(1/分極抵抗) (4. 2) 

定電位ステップ試験の結果， すなわち鉄筋表面への酸素の供給量を示す指標と分極抵抗

の逆数， すなわち鉄筋表面の不動態の状態を示す指標の積にある定数 “A" を乗じたもの

を腐食速度指標として与えた。 図-4. 11に腐食速度指標から定数Aを除いているもの， す

なわち(定電位ステップ試験の結果) x (1/分極抵抗)の計算結果を示す。 海中部およ

び干満部においては一部に突出して大きな値を示すデータがあるが， 飛沫部の場合はその
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ような突出したデータは見られない。 暴露港問のばらつきは干満部において最も大きく，

次いで海中部であり， 飛沫部において最も小さい。 いずれの部位においても暴露港問でば

らつきが存在することより， 各港ごとに環境条件が異なっていることが明らかである。 表

-4.2に発錆面積率と腐食速度指標の間で求めた相関係数を示す。 海中部および干満部に

おいて相関性の存在がわずかに示唆されているが， 飛沫部の場合は相関性の存在を認める

ことはできない。 したがって， 本項において提案した腐食速度指標は腐食量(発錆面積率)

を推定する腐食量指標とはなり得ないことが明らかである。

属食速度指標(x 10-3 J.l. A/cm2• Q) 

o 5 10 15 20 25 0 5 10 15 20 25 0 5 10 15 20 25 

小栂

苫小銭

秋田
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11釜
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名古屋

舞鶴L L 仁ょ

神戸

小松島

広島

北九州

，自i章
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海中部 平済部 飛;末部

図-4. 11腐食速度指標の算出結果

表-4.2発錆面積率と腐食速度指標の相関性
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4.4.4腐食量指標の提案および発錆面積率との相関性

あるいは腐食速度指標の前項および前々項において述べたとおり， 腐食進行期間のみ，

したがって， 腐食進行期間と腐食速度みでは腐食量指標とはなり得ないことがわかった。

指標の両者を加味する腐食量指標を図-4. 12に示すように与えた。 図-4. 12に示す腐食量

指標の定義は(4. 3)式で示される。

(12ヶ月)× [ (2 4ヶ月時に求めた腐食速度指標)A. 腐食量指標

(4. 3) 

(6ヶ月)

( 6ヶ月- t 1) ] 

× 

× 

(12ヶ月時 に求めた腐食速度指標)

( 6ヶ月時に求めた腐食速度指標)

+ 

+ 

t 1が 12 ヶ月以降の場t 1が 6ヶ月以降の場合は(4. 3)式の第3項が不要となり，なお，

(4. 3)式中に示される定数Aは， (4. 2)式中の定数Aが経また，合は第2項も不要となる。

時変化をしない場合は同一値を取るが， 経時変化をする場合には両者は異なる値を取るこ

とになる。

図-4. 13に定数Aを除く腐食量指標の算出結果を示す。 指標値自体は干満部において最

いずれの暴露部位の場合も暴露港

聞のばらつきが存在する。 表-4. 3に発錆面積率と腐食量指標の問で求めた相関係数を示

また，飛沫部となっている。も大きく， 次いで海中部，

σ24 : 24ヶ月時の計測結果

σ12 : 12ヶ月時の計測結果

σ6 : 6ヶ月時の計測結果

t 1 腐食開始時刻
σ24 

σ12 

聴
血持
制
刑
制
也

腐食量指標

σ6 

24ヶ月12ヶ月6ヶ月t 1 

暴露期間

図-4. 12腐食量指標の考え方
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す。 12ヶ月暴露時， 24ヶ月暴露時の相関係数を見てみると， 干満部の12ヶ月時を除いて

o. 6--0. 9程度の相関係数を示しており相関性の存在が示唆される。 また， 12 ヶ月暴露時

と24 ヶ月暴露時の合計で相関係数を求めてみると， 海中部， 干満部， 飛沫部のいずれの

場合も相関係数がO. 74--0. 80を示しており， 比較的高い相関性を認めることができる。
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図-4. 13 腐食量指標の算出結果

表-4.3 発錆面積率と腐食量指標の相関性
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飛沫部の場合の発錆面積率と腐食量指標の関係を図-4.14'"'"'4.16 に， 海中部， 干満部，

同図中に最小二乗法により求めた近似直線も併せて示す。 近似直線の傾きはまた，示す。

暴露部位ごとに異なる値を示しているが，海中部と干満部では比較的近い値を示している。

この近似直線の傾きの違い， すなわち腐食量指標中の定数 “A" は暴露部位の違いにより

このことは， 腐食量指標と実際の腐食量の対応関係が暴異なってくるものと推察される。

この定数は鉛直方向の環境条件を示すーっの有力露部位ごとに異なることを示しており，

なパラメターであると考えられる。 表一4. 3および図-4.14'"'"'4.16よりわかるとおり， 海中

飛沫部のいずれの場合においても， 本項で提案した腐食量指標と発錆面積率部， 干満部，

このことより， 本章において提案した腐食量指

• 

y = 14.894x + 0.7816 

海中部
(24ヶ月データ)

の問には比較的良い相関性が認められる。

• 

標は概ね妥当な指標であると考えられる。
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発錆面積率と腐食量指標の関係(海中部)
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干満部
(24ヶ月データ)

y = 13.359x + 1.2309 
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発錆面積率と腐食量指標の関係(干満部)図-4. 15 
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4. 5まとめ

本章においては， まず2年間の暴露後に実施したモルタル供試体に関する各種の試験結

果を総括した。 その結果をもとに， モルタル中鉄筋の腐食量を試験データより推定する腐

食量指標を提案した。 腐食量指標を構築する過程において腐食進行期間を求め， またそれ

に加えて腐食速度指標を提案したが， この両者と実際の発錆面積率との聞には明確な相関

性を認めることはで、きなかった。 しかし， 腐食進行期間と腐食速度指標を総合的に考慮す

ることにより求めた腐食量指標に関しては以下に示すような知見を得ることができた。

すなわち， モルタル中の塩化物含有量より求めた腐食進行期間， 分極抵抗の逆数および定

電位ステップ試験の計測結果の3者の積により構成される腐食量指標と発錆面積率の聞に

は相関係数で0.7--0.8程度の比較的よい相関性が認められた。 また， 腐食量指標と発錆

面積率の関係を一次式で近似した場合， その係数は海中部， 干満部， 陸上部ごとに異なる

値となった。 この係数は海中部と干満部でほぼ同程度であり， 飛沫部の場合は海中部およ

び干満部に比べて約2倍の値を示した。 このことは海中部， 干満部， 飛沫部ごとに腐食量

指標と腐食量の対応関係が異なっていることを示すと同時に， この係数の値は鉛直方向の

環境条件の相違を示しているものと考えられる。 すなわち， 海中部と干満部は類似の環境

条件であり，飛沫部はそれとは異なる環境条件であることを示しているものと考えられる。
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第5章 腐食量指標に及ぼす環境要因の影響度に関する検討

5. 1序節

第4章においてモルタル中鉄筋の腐食量指標について検討した。 その結果， モルタル中

への塩化物イオンの浸入速度をもとに求めた腐食進行期間， モルタル中の鉄筋表面への酸

素供給量の指標となる定電位ステップ試験の計測結果， および鉄筋表面の不動態の状態を

示す指標となる分極抵抗の計測結果に基づいた腐食量指標を提案した。

本章においては， 暴露港の気象条件， 波浪条件および海水成分条件のどの要因が腐食量

指標に影響を及ぼしているのかを検討する。 そのために， 腐食量指標を構成する3要素，

すなわち， 腐食進行期間(発錆開始時刻)， 分極抵抗の逆数および定電位ステップ試験の

結果と各種の環境要因の関係を検討する。 前章において述べた腐食量指標の検討において

は， あらかじめ指標の形を想定した上でそれを検証するという方法を採った。 しかし， 本

章における検討では予め両者の関係の形を想定することは基本的に不可能であるため多変

量解析の手法を用いた。 本検討において用いた多変量解析は主成分分析と重回帰分析であ

り， 2回の主成分分析と1回の重回帰分析により構成されている。 最終的には， 腐食量指

標構成要素3項目を従属変数， 環境要因を独立変数とする重回帰式を求め， 腐食量指標の

構成要素に及ぼす各種の環境要因の影響度を明らかにするものである。

5. 2暴露を実施した港の海水成分分析

各港の海水の成分分析結果は第3章の表ー3.3に取りまとめている。 これらの分析項目

のうち， 以後の解析の対象とする項目を選定するために各項目聞の相関性を検討した。 表

-5. 1に各項目問で求めた相関係数を示す。 表-5.1よりわかるとおり， 比重と他の項目聞

に相関性は認められないが， pHと他の海水成分間には相関性(相関係数: O. 75"'-'0. 85) 

が認められる。 一方， 成分分析の対象とした6つの成分間にはほぼ完全な相関性が認めら

れる。 したがって， これらの6つの成分項目のうち塩化物イオン(Cl一)濃度を以後の解

析の対象として選定した。 すなわち， 海水成分の検討項目として， 比重， pHおよび 塩化

物イオン濃度の3項目を選定した。
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表-5. 1 海水成分の各項目間の相関係数

(相関係数)

海 水 成 分
pH 

Na K Ca Mg C 1 - S 04 
比重 -0.32 -0.10 -0.09 -0.08 -0.04 一0.09 -0.09 

pH 0.82 0.83 0.79 0.76 0.83 0.82 
Na 0.99 0.99 0.99 1.00 1.00 

K 0.97 0.98 1.00 1.00 
Ca 0.99 0.98 0.98 
Mg 0.98 0.98 

C 1 - 1.00 

5. 3暴露を実施した港の気象条件および波浪条件について

各港の気象条件は第3章の表-3. 2に取りまとめている。 これらの気象条件の中で解析

の対象とする項目を選定するために各項目問の相関性を検討した。 また， 気象条件と海水

成分の相関性， 気象条件と波浪条件の相関性についても検討した。

5. 3. 1気象条件の各項目間の相関性の検討

表一5. 2に気象条件の各項目問で求めた相関係数を示す。 なお， 表中の相関係数は24ヶ

月間の合計値を用いて計算した結果である。 表一5. 2に示されるように， 平均気温と平均

最高気温(相関係数: 0.99) ， および平均風速と最大風速(相関係数: 0.92)に関して相

関性が認められる。 このため， 気温および風速に関しては， 平均気温および平均風速のみ

を以後の解析の対象とした。 したがって， 気象条件の項目として， 平均気温， 湿度， 日照

時間， 降水量， 平均風速を検討項目として選定した。 またそれに加えて， 気温に関して気

温偏差という項目も気象条件の一つに加えた。 この気温偏差とは各港の気温と全体平均値

の差の絶対値を示している。 気温偏差を検討項目として加えた理由は， 寒冷地域と熱帯地

域を同等に評価する必要がある場合の指標とするためである。

表-5. 2気象条件の各項目聞の相関係数

(相関係数)

気温
湿度

風速
日照時間 降水量

車Eヨ両� 平均 最大

気温I 平均 0.99 -0.26 0.59 0.44 0.27 0.61 

| 最局 -0.31 0.51 0.39 0.29 0.63 

湿度 0.02 -0.05 一0.50 0.02 
0.92 0.28 0.37 

最大 0.22 0.29 

日照時間 0.15 
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5. 3. 2気象条件と海水成分の相関性の検討

表-5.3に気象条件項目と海水成分項目聞で求めた相関係数を示す。 海水のpHと平均

気温の聞にわずかな相関性(相関係数: O. 55)が示唆されるものの強い相関ではない。 全

体的に見て， 気象条件と海水成分の聞に相関性は認められない。 したがって， 以後の解析

においては気象条件の各項目と海水成分の各項目は独立として取り扱うこととした。

表-5. 3気象条件と海水成分間の相関係数

海水成分

5. 3. 3気象条件と波浪条件の相関性の検討

(1)波浪データの各項目間の相関性

平均風速
-0.15 

0.19 

0.07 

波浪の観測データの整理結果は第3章の表一3.6にまとめている。 表-5.4に平均有義波

のH/T(波高/周期)と最大有義波のH/T聞の相関係数を示す。 一次データの場合も二次

データの場合も各項目聞に比較的高い相関性(相関係数: 0.90， 0.91)が認められる。 し

たがって， 以後の解析においては平均有義波高に関するH/Tの24ヶ月の合計値を波浪デ

ータの代表値とすることとした。

(2)気象条件と波浪条件の相関性

海面上の波は一般的には海面上の風によって発生し， 有義波高を決定する支配要因は風

速と吹送距離であることがすでに示されている[lJ。 ここで， 波浪観測より得られた波浪

データ(有義波高/周期)と気象観測より得られた風に関するデータ(風速)の関係を

表-5.4平均有義波と最大有義波の相関係数

最大有義波

(相関係数)
一次データ | 二次データ

24ヶ月 I 24ヶ月

最大有義波|平均有義波|最大有義波|平均有義波
0.90 0.91 
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検討した。 図ー5. 1に (有義波高/周期)で示される波浪データと風速で示される気象デ

ータの関係を示す。 データの絶対数が少なし入点は否めないが， 波浪の一次データに関して

は両者に高い相関性が認められる。 一方， 二次データについてはそのような相関性を認め

ることはできない。

これより， 二次データの信頼性はさほど高くない， すなわち暴露対象港の波浪条件と最

寄りの港の波浪条件から推定することはできないと判断される。 一次データのみに着目し

て考察すると， 各港の波浪条件は気象観測より得られる風に関するデータより推定するこ

とが可能であると考えられる。したがって，以後の解析においては，風に関するデータ(風

速)を波浪条件を示す指標として用いることとした。
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風速(24ヶ月合計:m)

有義波高/周期と風速の関係

5.4本研究で実施した多変量解析の手順

• 

Â 

多変量解析という言葉は極めて広く使用されている用語であり，

• 

150.0 

その定義は種々ある。

また， 多変量解析に関する参考書も多数出版されている。 本研究を遂行するにあたり， 筆

者が参考にした文献は参考文献[2J---[7Jである。 これらの参考文献において多変量解析の

定義を記しているものは参考文献[5Jのみである。 それによると多変量解析を「統計とコ

ンビューターの使用を前提として， 多くの要因が複雑に絡み合った現象を解明し， 本質的

101 



な骨組みを描き出す手法の群， それを多変量解析という」と定義している。

多変量解析は数学の一分野であり， 種々ある解析手法を解説し例題を示している参考書

は多い。 しかし， ある特定の未解決の問題に対してどの解析手法を用いるべきかの判断を

示してくれる参考書はなく， その判断は問題の当事者によることになる。 すなわち， 解析

により得られた答えが有意か無意かは解析手法の用い方に大きく依存することになる。

図-5.2に本研究において実施した多変量解析の手順を示す。 まず初めに多変量解析の対

象としたデータの標準化を行った。 なお， データの標準化手法としては， 1)最大を1に

する， 2) Z得点にする， 3)平均を1にする， 4) - 1から+1の範囲に変換する， 5) 

標準偏差を1にする， 6) 0から1の範囲に変換する， などがある[6J。 本研究において

はZ得点を用いる方法を採用した。 Z得点とは， あるデータのグループを平均値が0， 標

準偏差が1となるようにデータの変換を行うことである。

次に， 気象条件および海水成分の項目に関して主成分分析を実施し， 変数(独立変数)

の絞り込み(変数選択)を行った。 この最初の主成分分析により数を絞った変数(気象条

件および海水成分の項目)について再度主成分分析を実施した。 なお， 主成分分析を再度

実施したのは， 投入する変数が異なれば得られる結果も異なってくるためであり， 主成分

座標は選択した変数のみの主成分分析より求める方がよいと判断したためである。

多変量解析の対象としたデータの標準化(Z得点)

気象条件および海水成分の項目に関する主成分分析

絞り込んだ狙立変数に関する主成分分析

従属変数(腐食量指標成分)と独立変数に関する重回帰分析

図-5. 2 本研究で実施した多変量解析の手順
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上述したように， 多変量解析の利点は主観を排除することであるものの， その適用は逆

に主観による点は， 解析結果の判断をする際に十分留意しておく必要があると考えられ

る。 次に， 主成分分析により絞り込んだ項目を独立変数， 腐食量指標の構成要素を従属変

数とする重回帰分析を実施した。 その結果を， 腐食量指標の構成要素に及ぼす環境要因の

影響度の定量的評価とみなした。

5. 5多変量解析の対象とした項目の標準化データの算出

表ー5. 5に腐食量指標の構成要素， すなわち分極抵抗の逆数， 定電位ステップ試験の計測

結果， および発錆開始時刻のZ得点(標準化データ)を示す。 また， 表-5.6および表-5.7

に気象条件および海水成分の各項目のZ得点を示す。

表-5.5腐食量指標の構成要素の標準化データ(Z得点)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ誌験の結果 発錆開始時刻

海中部 干満部 飛沫部 海中部 干満部 飛沫部 海中部 干満部 飛沫部

秋田 0.81 1.09 0.39 -0.28 ー0.28 0.29 -1.21 -0.82 1.38 

伏木
1.86 1.28 0.40 -0.56 -0.35 0.37 -1.21 0.25 2.35 

冨山

横浜 0.47 -0.11 0.86 -0.39 一0.92 2.19 0.33 -1.44 -1.04 

塩釜 -0.10 0.78 1.18 2.08 2.81 -0.52 -0.54 -0.58 -0.58 

宮古 1.16 1.64 1.36 一0.91 -0.32 0.08 0.36 0.36 0.29 

広島 一0.41 -1.12 0.38 -1.02 -0.52 -0.45 一1.27 0.53 -0.89 

小松島

神戸 -0.13 0.19 一1.56 1.84 -0.85 -0.04 1. 77 1. 78 -0.31 

舞鶴 -1.31 -1.36 0.73 -0.90 -0.56 2.20 0.54 一1.02 0.28 

北九州

鹿児島 -1.08 -1.26 -0.98 0.50 0.41 -0.27 0.55 1.68 0.01 

i白津 -0.95 -1.17 0.58 -0.73 一0.65 0.02 0.66 0.00 -0.39 

名古屋 1.24 0.31 -0.26 -0.04 -0.63 -1.07 -0.99 -0.85 1.28 

清水 -0.74 -0.17 0.38 0.38 0.97 -0.78 0.17 -0.77 一0.38

小樽 0.80 0.32 -0.63 0.14 -0.59 -0.77 

苫小牧 -0.40 -0.51 一1.20 -1.09 

那覇 一1.09 -1.00 -1. 51 0.77 0.45 -0.06 1.34 0.16 0.77 

石垣 0.27 0.11 -1.87 -0.73 1.07 -1.59 0.71 1.31 -0.92 
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表-5.6海水成分の標準化データ(Z得点)

海水成分

比重 pH Cl-濃度

秋田 -2.71 ー1.72 -2.64 

伏木富山 -1.42 -0.68 -1.43 

横浜 0.24 0.02 0.12 

塩釜 0.60 0.02 0.48 

宮古 0.05 -1.02 0.08 

広島 0.05 -0.33 -0.12 

小松島 0.05 0.71 0.16 

神戸 0.05 0.37 0.20 

舞鶴 0.42 0.71 0.31 

北九州 0.79 1.06 0.70 

鹿児島 0.79 1.06 0.72 

j由津 0.79 1.06 0.90 

名古屋 -1.42 -2.06 -1.37 

清水 -1.05 -1.02 一1.12

小樽 0.42 0.02 0.37 

苫小牧 0.60 -0.33 0.60 

那覇 0.79 0.71 0.96 

表-5.7気象条件の標準化データ(Z得点)

気象条件項目

気温 気温偏差 湿度 風速 日照時間 降水量

秋田 -0. 86 0. 20 0. 42 0. 75 -1. 51 O. 26 

伏木冨山 -0. 36 一0. 58 1. 07 -0. 89 -1. 63 0. 46 

横浜 O. 12 -0. 94 -0. 63 0. 06 0. 36 0.07 

塩釜 -0. 85 O. 18 1. 26 0. 35 0. 26 -1. 49 

宮古 -1. 05 0. 48 0. 32 一1. 34 一O. 04 -0. 53 

広島 O. 22 -0. 79 -1. 16 0. 41 0. 57 -0. 10 

小松島 O. 28 -0. 69 -1. 72 -0. 49 0. 95 -0. 35 

神戸 O. 17 -0. 87 -1. 44 -0. 07 0. 46 -1. 32 

舞鶴 -0. 22 -0.79 1. 42 一1. 36 -1. 94 O. 12 

北九州 0. 26 -0. 73 一0. 80 一O. 14 -0. 58 O. 00 

鹿児島 0. 68 -0. 09 -0. 56 -1. 04 0. 37 1. 27 

油津 0. 64 -0. 14 0. 07 1. 16 0. 51 1. 97 

名古屋 O. 13 -0. 93 一0. 98 -0. 60 1. 25 0. 05 

清水 O. 21 一0. 80 O. 31 1. 21 1. 98 1. 28 

小樽 -1. 53 1. 21 -0. 05 -0. 96 -0. 49 -l. 60 

苫小牧 -1. 74 1. 54 l. 46 -0. 45 -0. 29 -l. 24 I 

那覇 1. 82 1. 66 0. 00 2. 06 -0. 38 O. 10 I 

石垣 2. 10 2. 08 l. 02 1. 35 O. 15 1. 04 I 
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5. 6環境要因の項目に関する主成分分析

5. 6. 1主成分分析の方法

主成分分析に関しては多数の参考文献が存在するため， その説明は本文においては割愛

する。 筆者が参考にした文献[3J--[7Jにおいても それぞれに主成分分析の説明がなされ

ている。 主成分分析の定義について一例を挙げると， r主成分分析とは， 多くの変量の値

をできるだけ情報の損失なしに1個または少数個の総合的指標(主成分)で代表させる方

法である。 p変量(p次元)の観測値をm変量(m次元)の主成分に締約するという意味

で， 次元を減少させる方法と言うこともできる」と説明されている[3J。 本研究における

分析では， 海水成分の項目(pH， Cl-濃度， 比重)と気象条件の項目(気温， 気温偏差，

湿度， 風速， 日照時間， 降水量)の合計9項目に関して主成分分析を実施した。 本研究に

おいて主成分分析を実施する目的は， いくつかの主成分を求めることではなく， 主成分に

対する環境要因の各項目の寄与度を求め， それに基づき類似の項目を明確にすることによ

り必要最小限の項目を選択することである。 なお， 分析には市販の多変量解析プログラム

(SPSS ver. 7. 5 for Windows)を使用した。

5. 6. 2第一次主成分分析の結果

図-5. 3および図一5.4に主成分分析より得られた因子負荷量の平面プロットを示す。 な

お， 図-5. 3は第一主成分と第二主成分が座標軸であり， 図-5.4は第一主成分と第三主成分

が座標軸である。 両図よりわかるとおり， 検討対象の9項目の中には比較的傾向の似てい

る項目が存在する。 例えば， 降水量と風速， あるいは海水のpHとCl-濃度と比重は第一主

成分から第三主成分への寄与の傾向が似ている。 一方 湿度と日照時間は， 両者とも第一

主成分への寄与がほとんどなく， 第二主成分と第三主成分への寄与が相反するという傾向

を示している。 この結果をもとに， 重回帰分析の対象とする気象条件および海水成分の項

目を表-5.8に示す5つの項目に絞った。 すなわち， 海水成分を代表する項目として海水中

のCl-濃度， 波浪条件および風条件を代表する項目として風速， 環境温度を代表する項目

として気温および気温偏差， 環境の乾燥・湿潤状態を代表する項目として湿度， の合計5

項目である。
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図-5. 3 因子負荷量の平面プロット(第一主成分と第二主成分)
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図-5.4 因子負荷量の平面プロット(第一主成分と第三主成分)
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表ー5.8 第一次主成分分析により抽出した環境要因項目

項 目 備 考

海水中のCl-濃度 海水成分

風速 波浪条件、 風条件
気温、 気温偏差 環境温度
湿度 環境の乾燥・ 湿潤状態

5. 6. 3第二次主成分分析の結果

前述したとおり， 第一次主成分分析の結果に基づき， 重回帰分析において独立変数とし

て用いる環境要因を5項目に絞った。 この5項目について再度主成分分析を実施した。 そ

の結果を図-5.5および、図一5.6に示す。 図-5.5は第一主成分と第二主成分を座標軸とした

因子負荷量の平面プロットであり， 図-5.6は第一主成分と第三主成分を座標軸とした因

子負荷量の平面フロットである。 この両図よりわかるように， これらの5項目の中には，

第一主成分から第三主成分への寄与が一致している項目はなく， すべての項目が主成分座

標上において異なる傾向を示している。

1. 0 
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-湿度
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図-5.5 因子負荷量の平面プロット(第一主成分と第二主成分)
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図-5.6 因子負荷量の平面プロット(第一主成分と第三主成分)

5. 7環境要因と腐食量指標に関する重回帰分析

5.7. 1独立変数の形状に関する検討

前節において述べたように 第一次主成分分析の結果に基づき， 環境要因の項目のうち

気温， 気温偏差， 湿度， 風速および海水中のCl一濃度の5項目を重回帰分析における独立

変数として選択した。 しかし， これらの項目が一次的に関係を有するのか， あるいは重回

帰モデルにおいて独立変数の累乗値を用いる方がよりよいモデルが得られるのかは未知で

ある。 そこで， 重回帰分析を実施する前の事前検討として上記項目の二乗値および平方根

と腐食量指標構成要素の聞の相関係数を求めてみた。 なお， その結果は本文では割愛する

が， その結果によると， 直接データ(一次データ)で求めた相関係数よりも二乗値で求め

た相関係数あるいは平方根で求めた相関係数の方が大きくなる場合もある。 しかし， その

場合でも相関係数で10-2のオーダーの差であり 著しく相関係数が大きくなるケースは認

められなかった。 このことより判断して 重回帰分析の狙立変数としてはいずれの項目の

場合も直接データ(一次データ)を用いることとした。
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5. 7. 2重回帰分析の方法

主成分分析の場合と同様に重回帰分析に関しても多数の参考文献が存在するためその説

明は本文では割愛する。 重回帰分析の定義としては， 例えば「ある変数y(目的変数また

は従属変数)と， それに影響すると考えられる変数Xi (説明変数または独立変数)の聞

の関係式を求め， それに基づいてXiの値からyの値を予測したり， その際のXiの影響

の大きさを評価する分析を回帰分析と呼ぶ。 特に， 説明変数がlつの場合を単回帰分析，

2つ以上の場合を重回帰分析というJと説明されている[2J。

本研究においては， 次式で示すような線形重回帰モデルを想定し分析を行った。

Yi = ai1 .X1 +ai2・X2 + ai3・X3 + ai4・X4 + aiS・Xs +bi + ê 、、，/
.••

 
，a・•

 
phu

 
〆'E‘、

ε 

腐食量指標の構成要素

(分極抵抗の逆数， 定電位ステップ試験の結果， 発錆開始時刻)

海水中のCl-濃度

平均風速

平均気温

平均湿度

気温偏差

回帰係数

定数項(標準化データを用いる場合はbi = 0) 

誤差

ここで， Yi 

Xl 

X2 

X3 

X4 

X5 

a i 1 ，..._. a i 5 

-
l

 
hU

 

分析に用いたコンビュータプログラムは主成分分析に用いたものと同様のSPSSであ

り， 重回帰分析プログラム中の変数減少法を用いた。 この方法は， まず初めに5つの説明

変数すべてをモデルに投入して回帰式を求め求めたおのおのの回帰係数の信頼度の比較を

行い， 信頼度の最も低い説明変数を順次除去していき残った変数で再度回帰式を求めると

いう方法である。 本分析における変数選択の基準は分散比(F値)であり， 分散比がo. 1 

を越える変数のうち最もF値が大きな変数を順次除外していくというものである。 なお，

筆者が行った分析においては， 得られた数種の重回帰式のうち自由度調整済みの重相関係

数が最も大きくなるモデルを最適モデルであるとみなした。
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5. 7. 3重回帰分析の結果

(1)分極抵抗の逆数を目的変数とした場合

表-5. 9および表一5. 10に分極抵抗の逆数を目的変数とした場合の重回帰分析結果を示

す。 表-5. 9はすべての狙立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数を示している。

また， 表-5. 10には自由度調整済みの重相関係数を基準とした場合の最適モデルを示して

いる。 なお， 本分析においては標準化データを用いて分析を行っているため定数項はOと

なっている。

海中部の場合， 鉄筋表面の不動態にとって不利な環境は， C1一濃度が低い海水， 低い気

温， 大きな気温偏差， 低い湿度， 小さい風速(弱い波浪)となる。 また， 最適モデルの説

明変数として， 海水中のC1一濃度， 気温偏差および風速が選定された。 3つの説明変数の

中で影響度が最も大きい変数は， 海水中のC1一濃度である。 気温偏差と風速の影響度は海

水中のC1一濃度の影響度より小さい。

干満部の場合， 鉄筋表面の不動態にとって不利な環境は海中部の場合と全く同一であっ

た。 これより考察すれば， 鉄筋の不動態にとっては海中部と干満部はほぼ同ーの環境であ

るとも考えられる。 最適モデルの説明変数としては 海水中のC1-濃度 気温偏差および

気温が選定された。 気温偏差と気温が説明変数として同時に選定されるのは若干奇異な印

象を受けるが， これについては以下のように解釈できる。 すなわち， 一般的傾向として気

温が低い方が鉄筋の不動態にとっては厳しい環境と言えるが， 逆にかなり気温が高い場合

も不利であると解釈できる。 3つの説明変数のうちでは， 気温の影響度が最も大きく， 気

温偏差， 海水中のC1-濃度と続いているが， これら3項目の影響度に大きな相違はない。

飛沫部の場合， 鉄筋表面の不動態にとって不利な環境は， C1-濃度が高い海水， 低い

気温， 小さな気温偏差， 高い湿度， 大きな風速(強い波浪)となる。 また， 自由度調整済

みの重相関係数が最大となった場合の説明変数は， 湿度， 気温および気温偏差となる。 と

ころが， 気温と気温偏差の重回帰係数がともに負であることの合理的説明を行うことは難

しい。 したがって， この二つの変数のうちの一方が説明変数からはずれた場合のモデルを

この場合の最適モデルとみなした。 このような考え方を基に求めた説明変数として気温の

みが選定された。

上述したように， 鉄筋の不動態の状態に関しては， 海中部と干満部は環境条件が極めて

似ていると考えられるが， 飛沫部はそれとは異なる環境条件であると言える。
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表-5. 9すべての独立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数

(分僅抵抗の逆数を目的変数とした場合)

海中部 干満部 飛沫部

海水中のCl-濃度 -0.669 一0.494 0.141 

気温 -0.144 -0.467 -0.662 

気温偏差 0.562 0.538 一0.626

湿度 ー0.195 -0.007 0.345 

風速 -0.414 -0.111 0.232 

表-5. 10 重回帰分析により得られた最適モデル

暴露環境 回 帰 式

海中部
Y = -0.691 (海水中のCl-濃度) +0.422 (気温偏差) -0.423 (風速)

R* 
= 0.358、 R二0.712

干満部
Y = -0.460 (海水中のCC濃度) +0.504 (気温偏差) -0.539 (気温)

R* 
= 0.502、R = 0.780 

飛沫部
Y = -0.622 (気温)

R* 
= 0.343、R = 0.622 

が: 自由度調整済みの重相関係数

R : 重相関係数

(2)定電位ステップ試験の結果を目的変数とした場合

表-5. 11および表-5. 12に定電位ステップ試験結果を目的変数とした場合の重回帰分析

結果を示す。 表-5. 11はすべての独立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数を示

しており， 表-5. 12は重回帰分析より得られた最適モデルを示している。

海中部の場合は回帰式でモデル化することができなかった。 このことは， 分析の対象と

した環境要因の項目のみでは定電位ステップ試験の結果， すなわち海中部におけるモルタ

ル中鉄筋への酸素供給量の相違を十分に説明することはできないことを意味している。

干満部の場合， モルタル中鉄筋への酸素供給量が多くなる環境条件は， C1-濃度の大き

な海水， 低い気温， 小さな気温偏差， 高い湿度および大きな風速(強い波浪)となる。 ま

た， 最適モデルの説明変数としては風速および湿度が選定された。 湿度と風速の影響度を

比較してみると， 湿度の影響度の方が大きく， 風速の影響度の約2倍となっている。

111 



飛沫部の場合， モルタル中鉄筋への酸素供給量が多くなる環境条件は干満部の場合とほ

ぼ同様であるが， 風速のみ傾向が異なる。 すなわち， 風速が小さい方， あるいは波浪の弱

い方が酸素の供給量が多くなる。 すなわち， 干満部と飛沫部の環境の相違は風の影響もし

くは波浪の影響によるものであることが推察される。 また，最適モデルの説明変数として，

湿度および気温偏差が選定された。 しかし， このモデルの重相関係数は0.464にすぎず，

適合性に優れたモデルで、あるとは言い難い。

干満部の場合も飛沫部の場合も最適モデルから風速が除外されていること， および風速

以外の狙立変数の重回帰係数の符号がすべて一致していることより， 酸素の供給に影響を

及ぼす環境条件は干満部および飛沫部では近いものであると考えられる。

ー

表ー5. 11すべての独立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数

(定電位ステップ試験の結果を目的変数とした場合)

海中部 干満部 飛沫部

海水中のCl-濃度 0.149 0.259 
気温 モデル化

-0.099 -0.106 
気温偏差 不可

-0.023 -0.567 
湿度 0.559 0.255 
風速 0.365 -0.141 

表-5. 12 重回帰分析により得られた最適モデル

」暴露環境 回 帰 式
海中部 モデ、ル化ができなかった

干満部
Y = 0.562 (湿度) +0.312 (風速)

R* 0.316、 R
Y 0.281 (湿度) -0.512 (気温偏差)

飛沫部
R* 0.095、 R

一

0.643 

0.464 

げ: 自由度調整済みの重相関係数

R : 重相関係数
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(3)発錆開始時刻を目的変数とした場合

表-5. 13および表一5. 14に発錆開始時刻を目的変数とした場合の重回帰分析の結果を示

す。 表-5. 13はすべての独立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数を示しており，

表ー5. 14は重回帰分析より得られた最適モデルを示している。

海中部の場合， 発錆開始時刻が早くなる環境条件はCl-濃度が低い海水， 低い気温， 大

きな気温偏差， 低い湿度， 大きな風速(激しい波浪)となる。 また， 最適モデルの説明変

数として， 気温および海水中のCl-濃度が選定された。 この両者の影響度に大きな差はな

いが， 気温の影響度の方が若干大きな値を示している。

干満部の場合， 発錆開始時刻が早くなる環境条件は， Cl-濃度の低い海水， 低い気温，

小さな気温偏差， 高い湿度， 大きな風速(激しい波浪)となる。 また， 自由度調整済みの

重相関係数が最大となる最適モデルの説明変数としては， 気温， 湿度， 気温偏差および風

速の4項目が選定された。 しかし， 気温および気温偏差の重回帰係数がともに正である，

すなわち気温が低くかっ気温偏差が小さい方が発錆開始時刻が早いという結果を合理的に

説明することは困難である。 したがって， 変数減少法の過程においてこれらの2変数のう

ちのどちらか一方が説明変数から除外された時のモデルをこの場合の最適モデルとみなし

た。 その時の説明変数としては， 気温および風速が選定された。 この両者の影響度を比較

してみると， 気温の影響度の方が大きく， 風速の影響度の約1. 5倍となっている。

飛沫部の場合， 発錆開始時刻が早くなる環境条件は， Cl-濃度の大きな海水， 低い気温，

小さな気温偏差， 低い湿度， 大きな風速(激しい波浪)である。 最適モデルの説明変数と

して， 気温， 湿度， Cl-濃度および風速が選定された。 この4項目の影響度を比較してみ

ると， 海水中のCl-濃度の影響度が最も大きく， 次いで気温， 風速と続き， 湿度の影響度

が最も小さい。

表-5. 13および表-5. 14よりわかるとおり， 発錆開始時刻に関しては海中部， 干満部およ

び飛沫部ごとに影響を及ぼす環境要因がそれぞれ異なる。 その中で， 共通しているのは気

温が低いほど発錆開始時刻が早くなるという点と風速が大きくなるほど すなわち波浪が

激しくなるほど発錆開始時刻が早くなるという点である。
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表-5. 13すべての独立変数を含む重回帰式における標準化重回帰係数

(発錆開始時刻を目的変数とした場合)

海中部 干満部 飛沫部

海水中のCl-濃度 0.371 0.075 -0.894 

気温 0.589 0.537 0.631 

気温偏差 -0.218 0.326 0.185 

湿度 0.093 -0.327 0.190 

風速 -0.152 -0.436 -0.510 

表一5. 14 重回帰分析により得られた最適モデル

暴露環境 回 帰 式

海中部
y = O.仏4 (気温) +0.320 (海水中のCl-濃度)

R* = 0.311、 R = 0.640 I 

干満部
Y = 0.683 (気温) -0.401 (風速)

R* = 0.168、 R = 0.536 

飛沫部
Y = 0.598 (気温) -0.811 (海水中のCl-濃度)ー0.442 (風速) +0.260 (湿度)

R* = 0.479、 R = 0.786 

が: 自由度調整済みの重相関係数

R : 重相関係数
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5. 8まとめ

本章においては， 暴露を実施した港の環境要因と腐食量指標の構成要素(腐食進行期間，

分極抵抗， 定電位ステップ試験の結果)の関係を検討した。 その結果， 以下に示すような

知見が得られた。

環境要因および海水成分の項目に関して主成分分析を行った結果， 環境要因の項目を以

下の5項目， すなわち，

① 海水成分を代表する項目として， 海水中のCl-濃度

② 波浪条件および風の条件を代表する項目として， 風速

③ 環境温度を代表する項目として， 気温

④ 同じく環境温度を代表する項目として， 気温偏差

⑤ 環境の乾湿・湿潤状態を代表する項目として， 湿度

に絞ることができた。

分極抵抗の逆数と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 独立変数が以下の

ように選定された。 すなわち， 海中部の場合は海水中のCl一濃度， 気温偏差および風速で

ある。 その3項目の中では， 海水中のCl-濃度の影響度が最も大きく， 気温偏差および風

速の影響度は海水中のCl-濃度の影響度の約70%であった。 干満部の場合は気温， 気温偏

差および海水中のCl-濃度が独立変数として選定され その3項目の影響度はほぼ等しい

レベルであった。 飛沫部の場合は気温のみが説明変数として選定された。 重回帰分析の結

果より考察すれば， 鉄筋の不動態の状態に関しては， 海中部と干満部はほぼ同様の環境条

件であると判断された。

定電位ステッフ試験の結果と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 海中部

の場合のみ最適なモデルが得られなかった。 干満部および飛沫部については惣立変数が以

下のように選定された。 すなわち 干満部の場合は湿度および風速が選定された。 この2

項目の中では， 湿度の影響度の方が大きく， 風速の影響度はその約60%であった。 飛沫

部の場合は湿度および、気温偏差が選定された。 その2項目の中では， 気温偏差の影響度が

大きく， 湿度の影響度はその約60%であった。 干満部と飛沫部に共通している環境要因

は湿度であり， 湿度が高いほどモルタル中鉄筋への酸素供給量は多くなるという傾向を示

した。

発錆開始時刻と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 重回帰式における独

立変数が以下のように選定された。 すなわち， 海中部の場合は気温および海水中のCl一濃
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度が選定された。 その2項目の中では， 気温の影響度の方が大きく 海水中のCl-濃度の

影響度はその約80%であった。 干満部の場合は気温および風速が選定された。 その2項

目の中では， 気温の影響度の方が大きく， 風速の影響度はその約60%であった。 飛沫部

の場合は風速， 湿度， 気温および海水中のCl-濃度が選定された。 その4項目の中では，

海水中のCl一濃度の影響度が最も大きく， 次いで気温の影響度， 風速の影響度， 湿度の影

響度の順であった。 湿度の影響度は， 海水中の塩化物イオンの影響度の約30%程度であ

った。 海中部， 干満部および飛沫部に共通している環境要因は気温と風速であり， 気温が

低いほど， また風速が大きいほど発錆開始時刻は早くなるという傾向であった。
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第6章 環境要因の定量的評価の試みおよひ澗久設計への応用に関する検討

6. 1序節

第4章においてモルタル中の鉄筋の腐食量指標について考察し， 以下の3項目， すなわち

鉄筋の分極抵抗の逆数， 定電位ステッフ試験の計測結果および腐食進行期間の積が腐食量指

標となり得ることを示した。 また， 第5章において これらの3つの腐食量指標構成要素と

環境条件(気象条件， 波浪条件， 海水成分)の関係を考察し 最終的には重回帰式を求めた。

本章においては 上記の結果に基づき本研究の主題である環境要因の定量的合引面を試みる。

そして， その結果を耐久設計に応用する考え方について考察するものである。

本研究の基本的な目的は， ある港湾環境にRC構造物が新規に建設される場合あるいは既

に建設されている場合に その環境が構造物の塩害に及ぼす影響の程度を定量的かつ総合的

に評価することである。 さらに， その定量的評価が耐久設計あるいは補修設計に応用可能で

あることが望ましい。 本研究における環境条件の評価の手順は第3章の3. 3 (図-3.8)におい

て既述している。 その手順は， まず構造物が立地する地点の環境要因の項目を個別に評価し，

その評価値をもとに発錆開始時刻， 鉄筋表面の不動態の状態および、鉄筋表面への酸素の供給

量を推定評価する。 そして， この三者を総合的に評価することにより， 腐食速度および腐食

量を推定し， それに基づき総合的な環境条件の評価を行うというものである。 言いかえれば，

環境要因項目から腐食量を推定するというものである。 そして， この環境条件の総合評価を

耐久設計および補修設計に応用していく必要がある。

耐久設計および補修設計についてはこれまでに学協会あるいは学術論文においていくつか

の案が示されている。 しかし， これらの設計法は現時点では十分にオーソライズされている

訳ではない。 本章においては， これまでに学協会あるいは学術論文などで発表されている耐

久設計法案を取りまとめ， それらに共通する基本的考え方を整理した上で耐久設計の基本的

枠組みについて考察する。 そして， 土木学会より提案されている耐久設計法案に対して本研

究の成果を応用する一つの考え方を示す。
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6. 2環境要因の定量的評価試案

6. 2. 1評価の手順

第1章ならびに前節においても述べたように， 環境要因の定量的評価の目的は耐久設計あ

るいは補修設計に資することである。 表-6. 1に筆者のイメージによる総合的な環境条件評価

表を示す。 また， 図-6. 1に環境条件の合引面手順を示す。 基本的な考え方は， 環境要因の項目

である「気温J í湿度J í風速J í海水中のCl-濃度J í気温偏差」をおのおのまず個別に評

価する。 そして， その評価結果を前章において求めた重回帰式に代入することにより， 腐食

量指標の構成要素を評価する。 その評価より腐食量指標の構成要素の具体的値を逆に求め，

さらに腐食量指標値を算出する。 そして， 求めた腐食量指標値を用いて， 海中部， 干満部，

飛沫部ごとに総合評価を行うという手順である。

表-6. 1 筆者による環境条件評価の考え方

港
気象・海象条件のー矧面 総合評価

気温 湿度 風速 海水中のCI-濃度 気温偏差 海中部 干満部 飛沫部

l 

+ 1. 5 +0.5 + 1. 5 -0.5 一1.5 N E 皿

n 

注:表中の数字は仮想数字であり、 特に意味を有しない

環境要因の各項目の評価I 4段階に分類する

腐食量指標要素の具体値の算定

図-6. 1 環境条件評価の手順およびその確認
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総合評価を何らかの方法により試みた場合， その総合評価が妥当なものであるかを確認す

ることが必要であるが， 本検討においては， 図-6. 1に示すように， 環境要因の評価より求め

た腐食量指標値と暴露実験より得られた腐食量指標値を比較することにより， 環境条件評価

の妥当性を検討する。

6. 2. 2環境要因の評価試案

(1 )標準偏差に基づく評価

あるデータのグループが存在する場合， そのグループ内のデータのばらつきを示す統計値

として分散あるいは標準偏差が多用されている。 また， 標準偏差は品質管理を行う際にも重

要な役割を果たしている。 この標準偏差を用いて各項目の評価を試みた。 その基本的考え方

を図-6. 2に示す。図に示すように，4段階の評価を行うこととし，その境界を「平均値(m) J ， 

「平均値+標準偏差(m+σ) J ，  í平均値一標準偏差(m - a) Jとするものである。 そ

して， 「m-σ」より小さい範囲に属するものを 「穏やかJと判定し í-1. 5点」を与える。

ím-σ」とímJの範囲に属するものを「やや穏やか」と判定しí-0. 5点Jを与える。 ímJ

とím+σ」の範囲に属するものを「やや厳しい」と判定しí+0. 5点」を与える。 そして，

ím+σ」 より大きいものを「厳しい」と判定しí+ 1. 5点」を与えるものである。

このように4段階の分類、を考えたのは， さらに細分する場合その信頼性を十分に確保でき

ると考えにくいこと， 一方， 3段階の分類、では若干粗いという感じを否めないためである。

現時点では， 4段階の分類、でほぼ妥当であると考えた。 なお， 上述のように4段階の分類、に

対して-1.5点， -0.5点， +0.5点， + 1. 5点を与えた理由は， 以後に続く計算をスムーズに進め

るためにZ得点による標準化データと同等の意味を持たせるためである。
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図-6.2 標準偏差を用いた各要因の評価(分類)の考え方
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表-6. 2 標準偏差を用いた環境要因の評価

海水中のCl-濃度 気温 気温偏差 湿度 風速

秋田 -1.5 -0.5 0.5 0.5 0.5 

伏木富山 -1.5 一0.5 一0.5 1.5 -0.5 

横浜 0.5 0.5 -0.5 -0.5 0.5 

塩釜 0.5 -0.5 0.5 1.5 0.5 

宮古 0.5 -1.5 0.5 0.5 -1.5 

広島 -0.5 0.5 一0.5 -1.5 0.5 

小松島 0.5 0.5 -0.5 -1.5 -0.5 

神戸 0.5 0.5 一0.5 -1.5 -0.5 

舞鶴 0.5 -0.5 -0.5 1.5 一1.5

北九州 0.5 0.5 -0.5 -0.5 -0.5 

鹿児島 0.5 0.5 -0.5 -0.5 -1.5 

油津 0.5 0.5 -0.5 0.5 1.5 

名古屋 -1.5 0.5 -0.5 -0.5 -0.5 

清水 -1.5 0.5 一0.5 0.5 1.5 

小樽 0.5 -1.5 1.5 一0.5 -0.5 

苫小牧 0.5 -1.5 1.5 1.5 ー0.5

那覇 0.5 1.5 1.5 0.5 1.5 

石垣 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 

(2)クラスター分析による評価

多変量解析の一手法としてクラスター分析と呼ばれる分析法がある。 これは， あるグルー

プ内のデータを分類する， あるいは多数のグループpを分類する際に用いる手法である。 なお，

クラスター分析手法の中でも， 分類、の対象とするデータあるいはグループの類似度の尺度を

どのように定めるかでいくつかの種類がある。 本研究においては， クラスター分析手法を用

いて環境要因の各項目の分類も試みた。 分析は前出の多変量解析プログラムSPSSを用いて行

い， その際データの類似度(非類似度)の尺度としてユークリッドの平方距離を採用した。

なお， クラスター分析においても前項において述べた標準偏差を用いた分類と統一するため

に4段階の分類を試みた。 このように， クラスター分析を適用することにより， 合理的に各

項目を分類することができる。 しかし， この方法によると分類の境界を明確に数値で示すこ

とは困難となる。 したがって， クラスター分析による分類結果は前項(1)で述べた標準偏差を

用いた評価(分類)の妥当性を確認するためのものと位置づけた。
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(3)評価の結果および考察

表-6.2に標準偏差を用いて実施した環境要因の評価(分類)の結果を示す。 また， 図一6.3 

~図-6.7に標準偏差による分類とクラスター分析による分類の比較を示す。 これらの図より

わかるとおり， 海水中のCl-濃度および、気温偏差において両者の不一致があるが， その他の項

目は両評価値が比較的よく一致している。 図-6.3および図-6.7のように両者の不一致が多い

場合でも， 大部分のデータは一分類ずつずれていることがわかる。 したがって， 図-6.3およ

び図-6.7の場合でも定性的には両手法による分類は同一の答えを示しているとも考え得る。

これより， 標準偏差を用いた分類は概ね妥当な分類であると判断した。
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6. 2. 3環境要因評価に基づく腐食量指標犠成要素の評価

(1 )海中部の場合

表-5.21， 表-5.23， 表-5.25に示される重回帰分析の結果を(6. 1)式および(6.2)式に示す。

(分極抵抗の逆数)= ーO.691 (海水中のCI-濃度) +0. 422 (気温偏差) -0. 423 (風速) (6. 1) 

(発錆開始時刻) = +0.444 (気温) +0. 320 (海水中のCI一濃度) (6. 2) 

なお， 海中部の場合， 定電位ステップ試験の結果に関しては最適な重回帰式を得ることが

できなかった。 表-6.2に示す環境要因の評価結果を(6. 1)式および、(6. 2)式に代入することに

より， 分極抵抗の逆数と発錆開始時刻の評価値を求めた。 その算出結果を表-6.3に示す。 表-

6.2に示す評価値は性質上Z得点と考えることができること また (6. 1)式および(6. 2)式は

標準化データに対して求めた重回帰式であることより， 表-6.3に示す計算結果も性質上標準

化データと考え得る。

(2)干満部の場合

表-5.21， 表-5.23， 表-5.25に示されている重回帰分析の結果を(6. 3)式--(6. 5)式に示す。

(分極抵抗の逆数)= -0.460 (海水中のCI-濃度) +0. 504 (気温偏差)ーO.539 (気温) (6. 3) 

(定電位ステップ法の結果) +0. 562 (湿度) + O. 312 (風速) (6. 4) 

(発錆開始時刻) = +0. 683 (気温) -0. 401 (風速) (6. 5) 

表一6.2に示す環境要因の評価結果を(6. 3)式--(6. 5)式に代入することにより， 腐食量指標

の構成要素の評価値を求めた。 その算出結果を表-6. 4に示す。 表-6.4に示されている評価結
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果も性質上標準化データと考え得る。

(3)飛沫部の場合

表-5.21， 表-5.23， 表-5.25に示されている重回帰分析の結果を(6. 6)式"'-'(6. 8)式に示す。

(分極抵抗の逆数) = -0. 622 (気温)

(定電位ステップ法の結果) = +0. 281 (湿度) -0. 512 (気温偏差)

(6. 6) 

(6. 7) 

(腐食開始時刻) = +0. 598 (気温) -0. 811 (海水中のCl一濃度)ーO. 442 (風速)十O. 260 (湿度) (6. 8) 

表-6.2に示す評価結果を(6. 6)式"'-'(6. 8)式に代入し， 腐食量指標の構成要素の評価値を求

めた。 その算出結果を表-6.5に示す。 表一6. 5に示されている評価結果も性質上標準化データ

と考え得る。

表-6.3 環境要因評価に基づく腐食量指標構成要素の評価 (海中部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ試験結果 発錆開始時刻
秋田 0.61 一0.70
伏木富山 0.62 -0.70 
横浜 -0.77 0.38 
塩釜 -0.77 -0.06 
宮古 0.50 評 ー0.51
広島 -0.50 0.06 
小松島 -0.77 価 0.38 
神戸 -0.77 0.38 
舞鶴 -0.34 カi

-0.06 
北九州 -0.77 0.38 
鹿児島 0.08 不

0.38 
油津 -1.19 0.38 
名古屋 0.62 可

-0.26 
清水 一0.23 -0.26 
小樽 0.50 -0.51 
苫小牧 0.50 -0.51 
那覇 -0.35 0.83 
石垣 -1.04 1.15 
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表-6. 4 環爆要因評価に基づく腐食量指標権成要素の評価 (干満部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ試験結果 発錆開始時刻

秋田 0.71 0.44 -0.54 

伏木富山 0.20 0.69 -0.14 

横浜 -0.75 -0.13 0.14 

塩釜 -0.21 1.00 一0.54

宮古 0.83 -0.19 -0.42 

広島 -0.80 一0.69 0.14 

小松島 -1.26 -1.00 0.54 

神戸 -1.26 -1.00 0.54 

舞鶴 -0.72 0.38 0.26 

北九州 -1.26 -0.44 0.54 

鹿児島 ー0.75 -0.75 0.94 

泊津 -0.75 0.75 -0.26 

名古屋 -0.34 -0.44 0.54 

清水 -0.34 0.75 -0.26 

小樽 1.33 -0.44 -0.82 

苫小牧 1.33 0.69 一0.82

那覇 一0.28 0.75 0.42 

石垣 -0.74 1. 31 0.42 

表-6.5 環境要因評価に基づく腐食量指標構成要素の評価 (飛沫部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ試験結果 発錆開始時刻

秋田 0.31 0.40 0.83 

伏木富山 0.31 1.19 1.53 

横浜 -0.31 0.12 -0.46 

塩釜 0.31 0.68 -0.54 

宮古 0.93 -0.12 -0.51 

広島 一0.31 0.35 0.09 

小松島 -0.31 0.35 -0.28 

神戸 -0.31 0.35 -0.28 

舞鶴 0.31 1.19 0.35 

北九州 -0.31 0.63 一0.02

鹿児島 -0.31 0.12 0.43 

油津 -0.31 0.40 一0.64

名古屋 -0.31 0.63 1.61 

清水 -0.31 0.91 0.98 

小樽 0.93 一0.91 -1.21 

苫小牧 0.93 一0.35 一0.69

那覇 一0.93 -0.63 -0.04 

石垣 -0.93 -0.35 -0.59 
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6. 2. 4構成要素の評価に基づく腐食量指標の算出

表-6.3""6. 5に示す腐食量指標の構成要素の評価値は， 性質上標準化データ(z得点)と考

え得る。 なお， 標準化データ(2得点)の定義は(6.9)式によるものであり， この 式を用いて

標準化データから原データを計算することも可能である。

Z一三二竺-
U 

、1/n吋uphU
 
/1、

ここで， 2:標準化データ(2得点)

m:母集団(グループ)の平均値

σ:母集団(グループ)の標準偏差

x 原データ

この(6.9)式に表-6. 3""6. 5に示す腐食量指標の構成要素の評価結果を代入することにより

腐食量指標の構成要素の値を逆に求めた。 この算出結果を表-6. 6""6. 8に示す。 なお， 算出す

る際に平均値と標準偏差が必要であるが， この両値は第4章でまとめた暴露実験結果の平均

値および標準偏差を用いた。 また， 表-6.6""6. 8にこれら構成要素より求めた腐食量指標値も

併せて示す。 なお， 腐食量指標は暴露2年時を対象として計算しているため， 腐食進行期間

は， 124ヶ月一発錆開始時刻」より算出したものである。 なお， 上述したとおり， 海中部の

場合は定電位ステップ試験については評価が不可能であったため 表-6.6において示してい

る腐食量指標は分極低抗の逆数と腐食進行期間を掛け合わせたものに， 定電位ステップ試験

の実験値の平均値を乗じたものを便宜上用いている。

図-6.8""6. 10に上記の手順で環境要因評価より求めた腐食量指標と実験より求めた腐食量

指標の比較を示す。 干満部および飛沫部に比べて海中部の方が若干不一致が大きいようであ

る。 この理由として， 海中部の場合は定電位ステッフ試験を評価していないためとも考えら

れる。 図-6.8""6. 10に示されるとおり， 環境要因評価より求めた腐食量指標と実験より求め

た腐食量指標が比較的よく一致しているデータもあるが両者が一致していないデータも存在

する。 干満部および飛沫部の場合は大まかな傾向はつかめているが， 両者が完全に一致して

いる訳ではない。 一部のデータで両者の不一致が大きいデータも存在する点は極めて重要で

あり， このことは 本研究で取り上げた環境要因のみでは十分に評価することができないほ
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ど厳しい環境も存在するということを示している。 図-6. 8---6. 10における実線は両指標値が

一致するラインを示し， 点線は環境要因評価から求めた腐食量指標よりも実験から求めた腐

食量指標が0.05だけ大きくなるラインを示している。 一つの考え方ではあるが， 環境条件評

価を行う際に実線で示すラインではなく点線で示すラインで音引面を行えば， ほぼすべてのデ

ータを安全側で評価することができることになる。 この考え方はあくまでも一案にすぎず，

また， 評価の精度の問題も残されているが， 一つの考え方であると考えている。

表-6. 6 構成要素の評価より求めた腐食量指標値(海中部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ誌験 発錆開始時刻 腐食量指標

( x 10-3 /0) (μA/cm2) (月) (月・ μA/cm2/0) 

秋田 0.93 3.26 0.10 

伏木富山 0.93 3.26 0.10 

横浜 0.57 評 5.06 0.06 

塩釜 0.57 4.32 0.06 

宮古 0.90 価 3.59 0.10 

広島 0.64 4.53 0.07 

小松島 0.57 不 5.06 0.06 

神戸 0.57 5.06 0.06 

舞鶴 0.68 可 4.32 0.07 

北九州 0.57 5.06 0.06 

鹿児島 0.79 5.06 0.08 

油津 0.45 
平均値

5.06 0.05 

名古屋 0.93 4.00 0.10 

清水 0.71 
5.40 

4.00 0.08 

小樽 0.90 3.59 0.10 

苫小牧 0.90 3.59 0.10 

那覇 0.68 5.79 0.07 

石垣 0.50 6.32 0.05 
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表-6. 7 構成要素の評価より求めた腐食量指標値(干満部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ試験 発錆開始時刻 腐食量指標

( x 10-3 / Q ) (μA/cm2) (月) (月・ μA/cm2/Q)

秋田 0.99 7.91 4.09 0.16 

伏木富山 0.85 9.23 4.47 0.15 

横浜 0.59 4.94 4.73 0.06 

塩釜 0.74 10.88 4.09 0.16 

宮古 1.02 4.61 4.20 0.09 

広島 0.58 1.96 4.73 0.02 

小松島 0.46 0.31 5.11 0.00 

神戸 0.46 0.31 5.11 0.00 

舞鶴 0.60 7.58 4.84 0.09 

北九州 0.46 3.29 5.11 0.03 

鹿児島 0.59 1.64 5.49 0.02 

j白津 0.59 9.56 4.35 0.11 

名古屋 0.71 3.29 5.11 0.04 

清水 0.71 9.56 4.35 0.13 

小樽 1.16 3.29 3.82 0.08 

苫小牧 1.16 9.23 3.82 0.22 

那覇 0.72 9.56 5.00 0.13 

石垣 0.60 12.53 5.00 0.14 

表-6.8 構成要素の評価より求めた腐食量指標値(飛沫部)

分極抵抗の逆数 定電位ステップ試験 発錆開始時刻 腐食量指標

(x 10-3 / Q ) (μA/cm2) (月) (月・ μA/cm2/Q)

秋田 0.67 7.21 26.55 -0.01 

伏木富山 0.67 9.01 34.36 -0.06 

横浜 0.56 6.57 12.27 0.04 

塩釜 0.67 7.85 11.40 0.07 

宮古 0.77 6.05 11.69 0.06 

広島 0.56 7.10 18.40 0.02 

小松島 0.56 7.10 14.30 0.04 

神戸 0.56 7.10 14.30 0.04 

舞鶴 0.67 9.01 21.24 0.02 

北九州 0.56 7.73 17.19 0.03 

鹿児島 0.56 6.57 22.10 0.01 

j由津 0.56 7.21 10.25 0.06 

名古屋 0.56 7.73 35.23 -0.05 

清水 0.56 8.37 28.29 -0.02 

小樽 0.77 4.25 3.89 0.07 

苫小牧 0.77 5.53 9.67 0.06 I 

那覇 0.46 4.89 16.90 0.02 

石垣 0.46 5.53 10.77 0.03 I 
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図-6. 10 環境要因評価より求めた腐食量指標と実験より求めた腐食量指標の比較(飛沫部)

6. 2. 5最終的な環境条件評価試案

(1 )環境要因の評価基準試案

前項までに述べたように， 環境要因の各項目の評価において標準偏差を用いることにより

ほぼ妥当な評価を行うことが可能であることがわかった。 そこで， 環境要因の各項目の評価

基準として表-6. 9に示すような基準試案を考えた。 表-6.9に示す試案は各項目を4段階に評

価するものであり， その境界をrm - a J， r mJ， r m + a Jとしている。 なお， この平

均値および標準偏差は本研究において収集した各港の気象データに基づくものである。

(2)腐食量指標の評価基準(案)

表-6.9に示す評価基準試案に基づき環境要因の各項目を評価し， その評価結果に基づき腐

食量指標を算出することになるが， その次のステップとして， 算出した腐食量指標をある考

え方に基づき評価することが必要である。 その腐食量指標の合引面がすなわち最終的な環境条

件の評価となる。 本研究においては腐食量指標の評価方法を以下のように考えた。

第4章の図-4. 14--4. 16に示す発錆面積率と腐食量指標の関係を示す一次の近似式は以下
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の(6. 10)式--(6. 12)式に示すとおりである。

海中部 (発錆面積率) = 14. 9 x (腐食量指標) + O. 8 (6. 10) 

干満部 (発錆面積率) = 13. 4 x (腐食量指標) + 1. 2 (6. 11) 

飛沫部 (発錆面積率) = 26. 7 x (腐食量指標) + O. 1 (6. 12) 

図-4. 14--4. 16に示されているデータは暴露期間が2年の場合であり， 腐食面積率が最大

の場合で約8%を示している。 したがって， 暴露2年では腐食が最も進んだ場合でも約10%

程度が最大であると推定し， 発錆面積率を指標にして， 0--2%を最も穏やかな条件の場合

であると判定し評価値íIJ， 2--4%に対して音刊面値íllJ， 4--6 %に対して評価値「皿J， 

6--8%に対して評価値 íNJ ， 8 --10%を最も厳しい条件であると判定し評価値íVJを

与えるという評価方法を考えた。 そして， このような発錆面積率の区分に対応する腐食量指

標を， 海中部， 干満部， 飛沫部おのおのに対して求めた。 その結果を表-6. 10および図-6. 11 

に示す。 表-6. 10および図-6. 11に示すものが本研究における最終的な環境条件評価となる。

図-6. 11よりわかるとおり， 腐食量指標の分類 (評価)は海中部， 干満部， 飛沫部ごとに異

なるものとなる。 海中部および干満部は比較的近い分類となっているが， 飛沫部はそれとは

大きく異なる。 その特徴は， 腐食量指標が同じ値であれば， 海中部および、干満部に比べて飛

沫部の方が厳しい環境条件と評価されることである。 すなわち， 長期の暴露期間を想定した

場合， 例えば5年， 10年， 20年といった場合の腐食量指標を想定すると， 暴露期間が長くな

るにつれて飛沫部の環境条件の評価値と海中部および干満部の環境条件の評価値の差がさら

に大きくなることになる。

表-6.9 環境要因の評価基準試案

評 価 値

-1.5 -0.5 +0.5 +1.5 

海水中のCl-濃度
'" 11398. 3 "'15345.8 '"'-'19293.3 19293.3'"'-' 

(p阿)

月間平均気温の年間合計
'"'-' 140.6 '"'-' 189.3 '"'-'238.0 238.0'"'-' 

(OC) 

月間平均湿度の年間合計
'"'-'807.7 '"'-'850.5 '"'-'893.2 893.2'"'-' 

(%) 

月間平均風速の年間合計
"'31.3 "'42.9 '"'-'54.5 54.5'"'-' 

(m/s) 

月間気温偏差の年間合計
"'3.9 "'35.8 "'67.7 67.7'"'-' 

(OC) 
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表-6.10 腐食量指標の評価基準試案

発錆面積率

0"'2% 2"'4% 4"'6% 6"'8% 8"-'10% 

E E N V 

海中部 '" O. 07 O. 07 "-' O. 20 '" O. 34 '" O. 48 '" 

干満部 "-' o. 06 O. 06 "-' O. 21 '" O. 36 "-' O. 51 "-' 

飛沫部 "-' O. 07 O. 07 "-' O. 15 "-' O. 22 "-' O. 30 '" 

環境要因評価より求めた腐食量t旨標

O. 1 O. 2 O. 3 O. 4 O. 5 O. 6 

;毎村H| 111 IV V 

干満部 | 111 IV V 

飛沫部 | 11 IV V 

表中の数値は評価値を示す

図-6.11 腐食量指標の評価基準試案

6. 3耐久設計への応用

以上， 6.2までに本研究に基づく環境条件評価試案を述べた。 次に， この環境条件評価試

案を耐久設計に応用する考え方について考察する。

設計という用語は極めて広く使用されており， 設計にも多くの種類がある。 港湾工学に関

する分野では， たとえば而t震設計とは地震に対して構造物を安全に設計する技術のことをさ

し， 耐波設計とは防波堤， 海岸堤防あるいは海洋構造物などを高波に対して安全でかつ合理

的に設計する方法をのことをさす[lJ。 また 構造設計とは種々の外力に対して， 建設する構

造物が耐え得るように構造体の設計をすることと言え， その手法別に許容応力度設計法ある

いは限界状態設計法などに分類される。

耐久設計という言葉は比較的新しい用語と言える。 定義自身がいまだ暖昧であり， 学協会

で議論が進められているのが実状である。 本項においては 他の研究者の耐久設計に対する

考え方を取りまとめつつ， 港湾構造物の耐久設計の基本的考え方を考察し， 本研究の成果で

ある環境条件の定量的評価を耐久設計へ応用する方法について考察する。
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6. 3. 1耐久設計法に関する既往の提案

(1 )土木学会の提案1 [2] [3] [4] 

この提案によれば， 耐久設計の定義は， í所望の期間メンテナンスフリーでその後所定の

期間の維持管理が容易に行えるように， コンクリートの品質， 施工方法ならびに構造物の詳

細を環境その他に対して総合的に設計すること」とされている。 耐久性の照査は， Tp (耐久

指数)とSp( 環境指数)， という式を用いて行うとしている。 耐久指数(Tp)の決定ファク

ターとして， コンクリート材料に関して7項目， コンクリートおよび補強材に関して8項目，

設計ひびわれに関して2項目， 鉄筋詳細・形状・図面に関して8項目， コンクリート工に関

して6項目， 鉄筋工・型わく・支保工に関して4項目， の計35項目を挙げている。

一方， 環境指数(Sp)の決定ファクターとして， 塩分の影響， 凍結融解作用， の2項目が

挙げられている。 耐久指数の精紋さに比べた場合環境指数が若干粗いという感じは否定でき

ないが， この分野の研究データが十分に存在しないことを示していると考えられる。

この提案の大きな特徴は， 設計における照査の方法を限界状態設計法の照査式に近い形で

表現しようとしている点であると考えられ， これは上に示したように耐久性の照査を極めて

簡便な式で実施しようと試みている点に現れている。

(2)土木学会の提案2 [4J 

この提案によれば， 耐久性の照査は， 耐久限界期間(Ts)孟設計耐周期間(Td)， という

式を用いて行うことになっている。 そして， 耐久限界期間(Ts)は供用開始から鉄筋腐食が

開始されるまでの期間(Tcr)と鉄筋腐食開始後からコンクリートに腐食ひびわれが発生する

までの期間(Tck)の和で表わされるとされている。 このTcrとTckをあらかじめ設計段階で

推定することを提案し， 算定式が提示されている。 照査式より理解されるとおり， この考え

方は構造物の耐久性上の限界状態を腐食ひびわれの発生時と考えている。 この提案は， 上述

の土木学会の提案1に比べて， 塩害過程により則した考え方と言える。 この提案の重要な点

は， TcrとTckを精度よく推定できるかという点である。

(3)日本コンクリート工学協会の提案[5J

この提案によれば， 鉄筋コンクリート構造物の内部鉄筋の腐食を考慮した場合の限界状態

を， 鉄筋の腐食が発生した時， と考えている。 この限界状態の設定は若干厳しすぎるとも思

われるが， このような考え方も一つの考え方としてはあり得るものと思われる。 そして， 耐

久性の照査を， 等価かぶり厚さ(c)丞劣化深さ(Cde) という式を用いて行うとしている。

本提案によると， 等価かぶり厚さを決定する要因として， 設計かぶり厚さ， 施工誤差， 仕

132 



上げ材の有無， を挙げている。 一方， 劣化深さを決定する要因として， 環境係数(中性化，

塩害) ， 品質係数(材料， 設計，施工)， 設計耐周期間， の3項目を挙げている。

この考え方は上記の土木学会の提案2の考え方に比較的近いが， 構造物の限界状態の設定

が土木学会の提案2とは異なっている。

(4) V. C. L iの提案[6J

V. C. Liは繊維補強コンクリートの開発を出発点として， その応用を促進する意味もあり

íPerformance Driven DesignJという考え方を提示している。 議論の出発点が上記の学協会

の提案法とは異なるが， このíPerformance Driven Design Jの考え方も耐久設計と深く関

連するものであるため， その概要をここで述べる。

図-6. 12にその基本的考え方を示す。 rPerformance Driven DesignJとは， まず与えられ

た構造物あるいは構造部材に要求される挙動(performance)あるいは機能(functional i ty) 

を決定し， その要求機能を満足させ得るような性質を有する材料を選定すると同時に， 材料

の構造を設計するというものである。 このíPerformance Driven DesignJの特徴は， 構造物

に要求される挙動と材料の構造を直接定量的に関係づけるという点である。

Liは構造物側からの要求性能としてíD ur a b i 1 i t y (耐久性)Jを取り上げ， 材料側の性質

としてíCrack Width (ひびわれ幅)Jの制御を考慮し，繊維補強コンクリートの材料構造を

設計することによりひびわれ幅を制御するという考え方を提案している。 その基本的考え方

を図-6. 13に示す。 この考え方は耐久設計の一つの考え方ととらえることが可能である。Li

Micromechar首cs

図-6. 12 L iが提案するrPerformance Driven DesignJの基本的考え方
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Micromecharùcs 

図-6. 13 耐久性の確保を主眼とした場合のrPerformance Driven DesignJ 

の提案は，材料開発を起点としている点で純粋な耐久設計の範鳴に入らないかもしれないが，

構造物の設計時に耐久性を考慮した材料の設計手法を確立することをLiは主張している。 し

かしながら， 耐久性の照査をどのように行うかという点にまではLiは言及していない。

6. 3. 2港湾構造物の耐久設計に関する関・大即の提案[7J

港湾、構造物に対象を絞って耐久設計を論じているのはおそらくこの関・大即の提案が最初

のものであると思われる。 関・大即による耐久設計の考え方は， í設計耐用年数内にはでき

るだけ劣化しないよう設計・施工するが， ある程度の劣化は許容し， 計画的な維持管理によ

って耐用年数の低下がないようにする。 やむをえない場合には， 補修あるいは補強を行う」

というものである。 目標耐周年数， あるいは実現可能な耐用年数を， ケーソンのように壁が

主体のものでは100年， 桟橋上部工のようにはりや床版が主体のものでは50年， と設定して

いる。 このような耐周年数を実現するために， 設計・施工の段階において講じる配慮を耐久

設計であるとしている。

関・大即の提案においては， 材料に関する配慮として以下の項目を挙げている。すなわち，

第1種防食法として， 高炉セメントの使用， 低水セメント比コンクリートの使用， 低単位水

量コンクリートの使用， 混和材の使用， ポゾラン反応性物質の混入， ボリマーセメントの使

用， 鋼繊維補強コンクリートの使用を挙げており， 第2種防食法として， コンクリートの表

面処理(表面塗装， 含浸塗装， モルタル被覆， 永久型枠) ， 鋼材への防食性の付与(被覆防

134 



食， 電気防食， 耐塩性鉄筋)を挙げている。

設計上の配慮として以下の項目を挙げている。 すなわち， 構造型式に関するものとして，

壁部材を主体とした構造， 波しぶきの影響を受けない構造， 単純かつ表面積の小さい形状の

部材設計を挙げ， 部材設計に関するものとして， 許容ひびわれ幅の設定， 構造細目に関する

ものとして， かぶり厚の最小値の設定を挙げている。

関・大即の提案の主要な部分は以上のとおりである。 構造物の耐久性向上のための具体的

な手法がまとめられている。 しかし， 耐久性の具体的な照査手法に関しては言及されていな

い。 環境条件の定量的評価に関するデータが不十分であるために， 照査式の提案までには至

っていないものと思われる。

6. 3. 3耐久設計の基本的考え方

前項においてまとめたように， 耐久設計に関して学協会あるいは学術論文においていくつ

かの設計法案が提案されている。 これらの考え方を基本にして耐久設計のあり方を考察して

みると， í構造物に求められる耐久性を当該構造物が有するように材料， 構造の設計を行い，

何らかの方法でその耐久性の照査を行うこと」が， 耐久設計と定義づけられるようである。

図-6. 14に， 現時点で考え得るところの耐久設計の基本的考え方を示す。 この考え方がさら

積極的防食技術の適用

電気防食
コンクリートの表面被覆

耐久設計

I 環境条件の l
定量的評価 l

i照査j

|耐久性指標lI ! 

図-6. 14 耐久設計の基本的な考え方
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に改良され， 耐久設計が実用化される日も近いと思われるが， そのためには以下の項目に関

して， さらなる検討が求められる。

1 )関・大即が取りまとめているような各種防食法の効果の定量的評価。 この定量的 な

評価が， 構造物の耐久性の定量的評価， すなわち耐久性指標につながる。

2)構造物が置かれている環境条件の定量的評価。 この定量的評価が環境指標につながると

ともに， 真に合理的な耐久設計が可能になる。

3)耐久性の照査方法の確立。 設計はサイエンスではなくアートであると言われることもあ

る。 構造設計も近年， 許容応力度設計法から限界状態設計法に移行しつつある。 雨設計法

は構造解析がベースになっている点は同じであるが， いわば照査の考え方が異なる。 耐久

設計の場合も照査の考え方は種々考案できるものと思われる。

6. 3. 4環境条件評価の耐久設計への応用に関する一試案

前項までに耐久設計の考え方について考察した。 学協会などから提案されているいくつか

の方法を取りまとめたが， これらの方法に共通して必要とされているのは， 構造物が置かれ

ている環境条件の定量的な評価である。 ここでは， 前述の土木学会の提案1を例にとり， こ

の設計法の考え方の中で本研究の成果を応用する一つの考え方を述べる。 また， 土木学会の

提案2に対する応用法についても言及する。

(1 )土木学会の提案1への応用法試案

6. 3. 1においても述べたが， 土木学会の提案1においては， 耐久性の照査を(6. 13)式で行

うことになっている。

TpミSp

ここで， Tp :耐久性指数

8p :環境指数

また， (6.13)式中の環境指数を(6. 14)式で与えている。

Sp=So+ 2C�sp) 

ここで， 80 :標準的な環境条件における環境指数値
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ムSp :塩分や凍結融解作用の影響が厳しい環境条件における

環境指数の増分値

塩分の影響が著しい場合はムSpを10--70の範囲で設定するとされている。 このムSpを

設定する際に本研究の成果が応用される。 本研究の成果は表-6. 10に示すように環境条件を

5段階に区分するものである。 この5段階の評価を例えば表-6. 11のように応用する。 ここ

で， 環境区分íVJに対してはムSpを70以上に設定しているが， これは以下の理由による。

すなわち， 本研究の結果でも明らかなように， 一部の港湾環境においては， 環境要因の評価

よりも実験データの方がかなり大きな腐食傾向を示す場合がある。このような厳しい環境は，

本研究において取り上げた環境要因項目のみでは十分に評価することがで、きなかった。 した

がって， これまでの経験， あるいは既存構造物の劣化状況などから明らかに厳しい劣化環境

であると判断される場合には， 環境条件区分Vを適用しムSpを 70もしくはそれ以上の値に

設定する方がよいと考えたためである。

以上が土木学会の提案1への本研究成果の応用方法の一つの考え方である。

表-6. 11 土木学会の提案1への応用法試案

本研究に基づく評価

ムSp設定の一つの考え方

(2)土木学会の提案2への応用について

6. 3. 1においても述べたとおり 土木学会の提案2は宮川が示すモデルの潜伏期間(Tcr)

と進展期間(Tck)を推定し， それに基づき耐久性の照査を行うものである。 本提案によれ

ばTcrおよびTckの算定式を次式のように与えている。

Tcr =1Ccーαlf.Qcr +Ta 
Ecr 

ここで， Cc : 等価かぶり(cm)

α1 :塩害が対象の場合はO
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Qcr :腐食開始期間にかかわるコンクリートの品質係数

Ecr 腐食開始期間にかかわる環境係数

Ta : 表面仕上げ材の耐用期間

K
一
C
一Q一

.
一
ικ

，
ic一
C

C一
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-
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LK-rL-α一一一FK

 
C
 
T
 

(6.16) 

ここで， αck : コンクリートの圧縮強度と鉄筋径により与えられる係数

Cc : 等価かぶり (cm)

Qck : ひびわれ発生時間にかかわるコンクリートの品質係数

Eck : ひびわれ発生時間にかかわる環境係数

(6. 15)式と(6. 16)式において， 環境条件をEcrとEckという係数で評価することになって

いる。 Ecr は腐食開始期間にかかわる環境条件を示すものであり， この係数を決定する際に

本研究の成果である表一6. 3---6. 5に示す発錆開始時刻の評価結果が応用されるものと考えら

れる。 また， Eck はひびわれ発生時間にかかわる環境条件を示すものであり， この係数を決

定する際に本研究の成果である表-6. 3---6. 5に示す分極低抗の評価結果および定電位ステッ

プ試験の結果が応用されるものと考えられる。 ECI・およびEckの具体的な決定方法について

は本文では十分な考察を行うまで、に至っていないが 本研究の成果を応用できるものと考え

ている。
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6.4まとめ

本章においては， 第5章までに得られた結果をもとに環境条件含刊面の評価方法を提案し，

その含引面結果の妥当性を検討した。 また， 評価結果の耐久設計への応用方法について一試案

を示した。 本章における要点は以下のとおりである。

第4章での成果である腐食量指標と第5章での成果である重回帰式をもとに， 環境要因評

価の一つの考え方を提案した。 また， 環境要因評価より求めた腐食量指標と暴露実験より得

られた腐食量指標を比較し， 環境要因評価結果の妥当性を検討した。 環境要因評価より求め

た腐食量指標は当然のことながら， ある程度の誤差を含んだ値を示す。 したがって， 実験で

得られた腐食量指標と完全に一致するわけで、はないが， 図-6. 8--6. 10に示すようにある程度

の傾向はつかめていると判断できる。 したがって， 環境要因評価より求まる腐食量指標を解

釈する際に， 例えば図一6. 8--6. 10に示すように安全側のラインで評価することにより， ある

程度有意な環境条件の評価を行うことができるものと考えられる。

また， これまでに学協会， 学術論文等で、提案されている耐久設計の考え方を整理し， 港湾

構造物を含めたコンクリート構造物の耐久設計の基本構造について考察した。 いずれの提案

法においても， 構造物の置かれた環境条件に対して構造物が適切な耐久性を有するように設

計するというのが基本的考え方であり， 耐久設計法を確立するためには信頼性のある環境条

件の評価が不可欠とされている。 本章においては， 土木学会の提案する耐久設計法案に対し

て， 本研究の成果を応用する一つの考え方を示しているが， それ以外の提案法に対する応用

方法については具体的考え方の提示を行うまでには至らなかった。 しかし， いずれの提案法

に対しても本研究成果を応用することが可能であると考えている。 この点に関しては今後の

課題としたい。
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第7章 結論

7. 1本研究のまとめ

本研究においては， RC港湾構造物の塩害に係わる環境要因を定量的に評価することを

目的に， モルタル供試体の全国規模の暴露試験およびその解析を行った。 その結果に基づ

き，環境条件の定量的評価を試み， その評価結果を耐久設計へ応用する考え方を考察した。

本研究の内容および得られた結論を各章ごとに以下に総括する。

第1章においては， 本研究の背景および目的について述べた。

第2章においては， 既往の研究を収集・整理することにより， RC構造物の塩害に影響

を及ぼすと考えられる各種の環境要因が有する影響の有無および程度についてこれまでに

明らかにされている知見を明確にした。 既往の研究より得られている知見は以下のとおり

である。

1 )陸上部(海岸付近， 海上大気中)において， 飛来塩分量を決定する最も重要な要因は

海風の風速である。

2 )飛沫部において， コンクリート中へ浸入する塩分量を決定する最も重要な要因は

波のエネルギーである。

3 )海中部， 干満部， 飛沫部， 陸上部という鉛直方向の異なる環境を比較した場合，

陸上部が他の三環境よりも潜伏期間(鉄筋の腐食が開始されるまでの時間)がかな

り長い。 また， 飛沫部よりも海中部および干満部の方が潜伏期間は短い。

4)コンクリート中の塩化物含有量に関しては， 海中部・干満部， 飛沫部および陸上

部の三環境に大まかに分類できる。 また， 同ーの暴露環境内にあってもさらに細か

く見れば 条件の相違がある。 しかし， その同一の暴露環境内における塩化物含有量

のばらつきは海中部においては他の環境よりも小さいようである。

5 )コンクリート中の塩化物含有量の経時変化は， 異なる暴露環境においては異なる

傾向を示す。 しかし， いずれの暴露環境の場合も共通している傾向は， 暴露初期の

段階においてはコンクリート中の外部表面領域の塩化物含有量が主に増加し， 暴露

時間の経過とともにコンクリートの 内部領域の塩化物含有量が徐々に増加していく

という点である。
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6 )コンクリート中の塩化物含有量の分布に最適な拡散係数は， コンクリートの外部表面

領域と内部領域とで異なる値を示す。 すなわち， コンクリート表面か らの距離が30-----

50mmの領域を境にして塩化物イオンの浸入メカニズムが変化するものと考えられる。

7 )コンクリートの外部表面領域の拡散係数は， 暴露約5年時以降ほぽ一定の値を示

すよう になる。 この一定になった拡散係数の値は， コンクリート表面が海水と銭触

する時間の影響を受ける。 また， コンクリートの内部領域の拡散係数は， 異なる暴

露環境ごとに異なる値を示す。 海中部および干満部ではその値が大きく ， 飛沫部お

よび陸上部ではそれに比べ ると小さな値を示す。

8 ) 異なる暴露環境におけるコンクリート中の塩化物含有量の相違は 主にコンクリ

ート表面の塩化物含有量とコンクリートの内部領域における拡散係数の相違に起因

するものである。

第3章においては， まず反応エネルギー論および電気化学理論に基づいたコンクリート

中鉄筋の腐食量・腐食速度理論について述べ， その理論式に基づいて考案した本研究にお

ける環境要因の評価手法を示した。 また， 暴露後のモルタル供試体において実施した各種

の試験の試験方法を示した。 その中で， 鉄筋の不動態の状態を評価するための分極抵抗試

験ならびに定電位ステップ試験の2種類の電気化学的計測を実施しており， これ ら2種類

の電気化学的計測値のデータの構造および意味を明らかにすることを目的に基礎実験を行

った。 その基礎実験の結果より以下に示すような知見を得ることができた。

分極抵抗試験(本研究の場合は直線分極抵抗試験)の計測値に影響を及ぼす要因は， 計

測の対象とする鉄筋と対極聞の電気抵抗 ならびに計測の対象とする鉄筋の環境の相違，

である。計測を際に 計測システムにおける鉄筋と対極聞の電気抵抗が計測可能であれば，

それに基づき計測値を補正することは可能である。 本研究においては， 分極抵抗の計測値

に対して， 鉄筋と対極聞の電気抵抗に起因する計測誤差の補正を行った。

定電位ステップ試験に関して実施した基礎実験の結果より モルタル中への海水の浸入

量が多い場合はモルタルの含水率と酸素拡散性の聞に相関関係が認められるが， 海水の浸

入量がほとんどない場合は両者に明確な相関性を認めることはできないことが明らかとな

った。 モルタル中への海水の浸入量がほとんどない場合は 含水率が50%程度で酸素の

拡散性が最も大きくなる可能性が示唆された。
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第4章においては， まず2年間の暴露後に実施したモルタル供試体に関する各種の試験

結果を総括した。 その結果をもとに， モルタル中鉄筋の腐食量を試験データより推定する

腐食量指標を提案した。 腐食量指標を構築する過程において腐食進行期間を求め， またそ

れに加えて腐食速度指標を提案したが， この両者と実際の発錆面積率との問には明確な相

関性を認めることはで、きなかった。 しかし， 腐食進行期間と腐食速度指標を総合的に考慮

することにより求めた腐食量指標に関しては以下に示すような知見を得ることができた。

すなわち， モルタル中の塩化物含有量より求めた腐食進行期間， 分極抵抗の逆数および

定電位ステップ試験の計測結果の三者の積により構成される腐食量指標と発錆面積率の聞

には相関係数で0.7'""0.8程度の比較的よい相関性が認められた。 そして， 腐食量指標と

発錆面積率の関係を一次式で近似した場合， その係数は海中部， 干満部， 陸上部ごとに異

なる値となった。 この係数は海中部と干満部でほぼ同程度であり， 飛沫部の場合は海中部

および干満部に比べて約2倍の値を示した。 このことは海中部， 干満部， 飛沫部ごとに腐

食量指標と腐食量の対応関係が異なっていることを示すと同時に この係数の値は鉛直方

向の環境条件の相違を示しているものと考えられる。 すなわち， 海中部と干満部は類似の

環境条件であり， 飛沫部はそれとは異なる環境条件であることを示しているものと考えら

れる。

第5章においては， 暴露を実施した港の環境要因と第4章において提案した腐食量指標

の構成要素(腐食進行期間， 分極抵抗， 定電位ステップ試験の結果)の関係を検討した。

その結果， 以下に示すような知見が得られた。

環境要因および海水成分の項目に関して主成分分析を行った結果， 環境要因の項目を以

下の5項目， すなわち， 海水成分を代表する項目としての海水中のCI一濃度， 波浪条件お

よび風の条件を代表する項目としての風速， 環境温度を代表する項目としての気温および

気温偏差， 環境の乾湿・湿潤状態を代表する項目としての湿度， に絞ることができた。

分極抵抗の逆数と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 独立変数が以下の

ように選定された。 すなわち， 海中部の場合は海水中のCI-濃度， 気温偏差および風速で

ある。 その3項目の中では， 海水中のCI-濃度の影響度が最も大きく， 気温偏差および風

速の影響度は， 海水中のCI-濃度の影響度の約70%であった。 干満部の場合は気温， 気温

偏差および海水中のCI一濃度が独立変数として選定され， その3項目の影響度はほぼ等し

いレベルであった。 飛沫部の場合は気温のみが説明変数として選定された。 重回帰分析の
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結果より考察すれば， 鉄筋の不動態の状態に関しては， 海中部と干満部はほぼ同様の環境

条件であると判断された。

定電位ステップ試験の結果と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 海中部

の場合のみ最適なモデルが得られなかった。 干満部および飛沫部については狙立変数が以

下のように選定された。 すなわち， 干満部の場合は湿度および風速が選定された。 この2

項目の中では， 湿度の影響度の方が大きく， 風速の影響度はその約60%であった。 飛沫

部の場合は湿度および気温偏差が選定された。 その2項目の中では， 気温偏差の影響度が

大きく， 湿度の影響度はその約60%であった。 干満部と飛沫部に共通している環境要因

は湿度であり， 湿度が高いほどモルタル中鉄筋への酸素供給量は多くなるという傾向を示

した。

発錆開始時刻と環境要因5項目について重回帰分析を行った結果， 重回帰式における狙

立変数が以下のように選定された。 すなわち， 海中部の場合は気温および海水中のCl一濃

度が選定された。 その2項目の中では， 気温の影響度の方が大きく， 海水中のCl一濃度の

影響度はその約80%であった。 干満部の場合は気温および風速が選定された。 その2項

目の中では， 気温の影響度の方が大きく， 風速の影響度はその約60%であった。 飛沫部

の場合は風速， 湿度， 気温および、海水中のCl-濃度が選定された。 その4項目の中では，

海水中のCl一濃度の影響度が最も大きく， 次いで、気温の影響度， 風速の影響度， 湿度の影

響度の順であった。 湿度の影響度は， 海水中の塩化物イオンの影響度の約30%程度であ

った。 海中部， 干満部および飛沫部に共通している環境要因は気温と風速であり， 気温が

低いほど， また風速が大きいほど発錆開始時刻は早くなるという傾向であった。

第6章においては， 第5章までに得られた結果をもとに環境条件評価の評価方法を提案

し， その評価結果の妥当性を検討した。 また， 評価結果の耐久設計への応用方法について

一試案を示した。 本章における要点は以下のとおりである。

第4章での成果である腐食量指標と第5章での成果である重回帰式をもとに， 環境要因

評価の一つの考え方を提案した。 また， 環境要因評価より求めた腐食量指標と暴露実験よ

り得られた腐食量指標を比較し， 環境要因評価結果の妥当性を検討した。 環境要因評価よ

り求めた腐食量指標は， 当然のことながらある程度の誤差を含んだ値を示す。したがって，

環境要因評価より求めた腐食量指標と実験で得られた腐食量指標が完全に一致するわけで

はないが， ある程度の傾向はつかめていると判断できた。 したがって， 環境要因評価より
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求まる腐食量指標を解釈する際に若干工夫をすることにより， 耐久設計に応用するに際し

である程度有意な環境条件の評価を行うことができるものと考えられる。

また， これまでに学協会， 学術論文等で提案されている耐久設計の考え方を整理し， 港

湾構造物を含めたコンクリート構造物の耐久設計の基本構造について考察した。 いずれの

提案法においても， 構造物の置かれた環境条件に対して構造物が適切な耐久性を有するよ

うに設計するというのが基本的考え方であり， 耐久設計法を確立するためには信頼性のあ

る環境条件の評価が不可欠とされている。

本章においては， 土木学会の提案する耐久設計法案に対して， 本研究の成果を応用する

一つの考え方を示すことができたが， それ以外の提案法に対する応用方法については具体

的考え方の提示を行うまでには至らなかった。 しかし， いずれの提案法に対しでも本研究

成果を応用することが可能であると考えている。 この点に関しては今後の課題としたい。

7. 2本研究の問題点と今後の課題

本研究においては， 港湾環境におけるモルタル供試体の2年間の暴露試験に基づき論を

進めた。 実際のコンクリート構造物の塩害による劣化進行過程の長さを考慮した場合， 2 

年間の暴露期間では短いという印象を受ける。この点に関しては以下のように考えている。

1 )モルタル供試体の寸法を小さくし， 鉄筋のかぶり厚さを20mmと小さく設計したため

2年間の暴露試験でも供試体の劣化は進行している。 2年間の暴露後， 大部分の供試体

において内部鉄筋に腐食が生じていた。

2 )暴露試験を通じて環境要因の影響を供試体に吸収させ， 暴露後にその情報を供試体よ

り取り出すという当初の基本的考え方に立てば， 2シーズンを経過することにより， ほ

ぽ環境要因の影響は吸収されていると考えられる。

3)本研究においては宮 川 の示すモデルにおける潜伏期および進展期を議論の対象として

おり， それに続く加速期， 劣化期は議論の対象とはしていない。

上述した理由により， 2年間という比較的短い暴露期間でも有意な知見は得られている

ものと考えている。

暴露試験， 鋼材腐食および電気化学的計測はいずれも比較的多くのばらつきを包含して

いると考えられる。 本研究においては， それらのばらつきをある程度認めた上で環境条件

評価を行い， 新たな知見を得ることができた。 一方， 本研究で得られた知見のみでは十分
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に説明ができないデータも存在しており， 本研究ではこれらに関しては十分な考察を加え

ることができなかった。 したがって， 本研究で提案した環境条件評価， また， その耐久設

計への応用も十分な精度を有しているとは言い難い。 今後， 実構造物の調査などを実施し

本研究成果の妥当性を十分検討する必要がある。 その結果を待って初めて本研究成果の信

頼性の評価ができるものと考えている。

設計法を実用化するためには， その精度を定量的に評価しかっ妥当性を十分に検討する

ことが不可欠である。 また， 設計法あるいはその体系を構築するためにはその理論的背景

を確立することも重要である。 本文の第6章において， 本研究成果の耐久設計への応用方

法について一試案を述べたが， 理論的背景は必ずしも十分であるとは言い難い。 耐久設計

を実用化するためには， 理論的背景の評価が不可欠であり， 今後も検討を継続していきた

いと考えている。 この点は本研究に続く今後の研究課題としたい。

本論文の結語として以上の点を明記する。
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